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3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

【47 条】 

【設置許可基準規則】 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備） 

第四十七条 発電用原子炉施設には，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態 

であって，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した 

場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため， 

発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため，発電用原子炉 

を冷却するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上 

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故防止設備 

ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応するため，常 

設重大事故防止設備を設置すること。 

ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備に対して， 

多様性及び独立性を有し，位置的分散を図ること。 
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3.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

3.4.1   設置許可基準規則第 47 条への適合方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備であ

る残留熱除去系の機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び原子炉格

納容器の破損を防止する設備として，低圧代替注水系（可搬型）及び低圧代替注水

系（常設）を設ける。 

 

(1) 低圧代替注水系（可搬型）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1項(1)a)） 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，可搬型重大事故等対処設備として低圧

代替注水系（可搬型）を設ける。 

低圧代替注水系（可搬型）は，津波の影響を受けない高台に配備した可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級）を用い，残留熱除去系（低圧注水モード）とは異なる

複数の代替淡水源（防火水槽又は淡水貯水池）を水源として原子炉圧力容器へ

注水する設計とする。 

 

(2) 低圧代替注水系（常設）の設置（設置許可基準規則解釈の第 1項(1)b)） 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても，炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため，常設重大事故等対処設備として低圧代

替注水系（常設）を設ける。 

低圧代替注水系（常設）は，廃棄物処理建屋に配置された復水移送ポンプを

用い，残留熱除去系（低圧注水モード）とは異なる復水貯蔵槽を水源として原

子炉圧力容器へ注水する設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備に対する多様性，独立性，位置的分散の確保（設置許

可基準規則解釈の第 1項(1)c)） 

上記(1)及び(2)の重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設），低圧代

替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水

モード）に対して，異なるポンプ（復水移送ポンプ又は可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）），駆動源（常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備），冷却

源（自滑水冷却）を用いることで多様性及び独立性を有する設計とする。 

また，原子炉建屋内に設置されている残留熱除去系（低圧注水モード）に対

して，常設設備である復水移送ポンプは廃棄物処理建屋内に設置しており，常

設代替交流電源設備は屋外に設置することで位置的分散を図った設計とする。

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），可搬型代替交流電源設備については，屋外に

保管し，屋外から異なる複数の接続口に接続可能とし，残留熱除去系（低圧注

水モード）に対して位置的分散を図る設計とする。 

なお，多様性及び独立性，位置的分散については 3.4.2.1.3 項及び 3.4.2.2.3

項に詳細を示す。 

 

その他，設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，以下の設備を重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 
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(4) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，冷却材喪失事故時において，高圧炉心

注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系と連携して炉心を冷却する機能を

有する。 

本系統は，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，サ

プレッション・チェンバのプール水を給水系等を経由して原子炉圧力容器へ注

水する。 

 

(5) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，原子炉停止後，炉心の崩壊熱，

原子炉圧力容器，配管，冷却材中の保有熱（残留熱）を除去して，原子炉を冷

却する機能を有する。また，動的機器の単一故障を仮定した場合でも原子炉冷

却材を低温まで冷却可能な設計である。冷却材は原子炉圧力容器から残留熱除

去系のポンプ及び熱交換器，給水系等を経由して原子炉圧力容器に戻される。 

 

(6) 原子炉補機冷却系 

原子炉補機冷却系は，原子炉設備の非常用機器及び常用機器で発生する熱を

冷却除去する機能を有する。本系統は，想定される重大事故等時においても，

非常用機器，残留熱除去系の機器等の冷却を行うための機能を有する。 

原子炉補機冷却系については，「3.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための

設備（設置許可基準規則第 48 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉圧力容器に注水するための自

主対策設備として，以下を整備する。 

 

(7) 他系の残留熱除去系配管又は高圧炉心注水系配管を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプが喪失

し，残留熱除去系(A)注入ライン又は残留熱除去系(B)注入ラインの機能が喪失

した場合においても低圧注水を可能とするために，自主対策設備として復水移

送ポンプ又は可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて残留熱除去系洗浄水弁(C)

を経由する残留熱除去系(C)注入ライン等の他系の残留熱除去系配管，又は高圧

炉心注水系洗浄用補給水止め弁を経由する高圧炉心注水系配管を用いた原子炉

注水手段を整備している。 

 

(8) 消火系を用いた低圧注水の実施 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ，復水

移送ポンプ，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）が喪失した場合，炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，自主対策設備として消火系を用

いた原子炉注水手段を整備している。 

消火系を用いた原子炉注水手段については，ディーゼル駆動消火ポンプを用

い，残留熱除去系（低圧注水モード），低圧代替注水系（常設），低圧代替注水

系（可搬型）に用いる水源とは異なるろ過水タンクを水源として消火系，復水

補給水系，残留熱除去系，高圧炉心注水系，給水系を経由して原子炉圧力容器

へ注水する。 
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また，技術的能力審査基準への適合のため，復旧手段として，以下を整備する。 

 

(9) 復旧手段の整備 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード及び原子炉停止

時冷却モード）が全交流動力電源喪失により起動できない場合には，常設代替

交流電源設備を用いて非常用所内電気設備へ電源を供給することで残留熱除去

系（低圧注水モード及び原子炉停止時冷却モード）を復旧する手段を整備する。

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対す

る設計方針を示す章）」で示す。 

 

また，技術的能力審査基準への適合のため，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存

する場合の対応設備として，以下を整備する。 

 

(10) 低圧代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，復水移送ポンプで原子炉圧力容器に注水する低圧代

替注水系（常設）により残存溶融炉心を冷却する。 

 

(11) 低圧代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）で原子炉圧力容器に

注水する低圧代替注水系（可搬型）により残存溶融炉心を冷却する。 

 

なお，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の自主対策設備として，以下

を整備する。 

 

(12) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器内に溶融

炉心が残存する場合には，ディーゼル駆動消火ポンプで原子炉圧力容器に注水

する消火系により残存溶融炉心を冷却する。 

 

また，複数の代替淡水源（防火水槽，淡水貯水池）の淡水が枯渇した場合の海水の

利用手段として，以下を整備する。 

 

(13) 低圧代替注水系の海水の利用 

低圧代替注水系（常設）の水源である復水貯蔵槽並びに低圧代替注水系（可

搬型）の水源である複数の代替淡水源（防火水槽，淡水貯水池）の淡水が枯渇

した場合において，防潮堤の内側に設置している海水取水箇所（取水路）より，

大容量送水車（海水取水用）を用いて復水貯蔵槽への供給及び防火水槽への供

給又は低圧代替注水系（可搬型）で用いる可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に海

水を直接送水を行う設計とする。なお，海水の利用については「3.13 重大事故

等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）」で示す。 
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3.4.2   重大事故等対処設備 

3.4.2.1   低圧代替注水系（常設） 

3.4.2.1.1 設備概要 

低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注

水モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に，この機能を代替し，

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉を冷却するこ

とを目的として設置するものである。 

本系統は，復水移送ポンプ，電源設備（非常用交流電源設備，常設代替交流電源

設備，可搬型代替交流電源設備），計測制御装置及び，水源である復水貯蔵槽，流路

である復水補給水系，残留熱除去系，給水系，高圧炉心注水系の配管，弁，スパー

ジャ，注水先である原子炉圧力容器等から構成される。 

重大事故等時においては，復水貯蔵槽を水源として復水移送ポンプで注水するこ

とにより炉心を冷却する機能を有する。 

本系統全体の概要図を図 3.4-1，本系統に関する重大事故等対処設備を表 3.4-1

に示す。 

本系統は，復水移送ポンプ 3 台のうち 2 台により，復水貯蔵槽の水を残留熱除去

系配管等を経由して原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却する。 

復水移送ポンプの電源について，復水移送ポンプ(B)及び(C)は，常設代替交流電

源設備である第一ガスタービン発電機及び第二ガスタービン発電機並びに可搬型代

替交流電源設備である電源車から，代替所内電気設備である AM 用動力変圧器及び

AM 用 MCC を介して供給できる設計とする。復水移送ポンプ(A)は，通常時は非常用

所内電気設備である非常用 MCC C 系から供給しているが，重大事故等時に復水移送

ポンプ(A)の動力ケーブルの接続操作を行うことにより，代替所内電気設備である

AM 用 MCC から供給できる設計とする。 

水源である復水貯蔵槽は，枯渇しそうな場合においても，複数の代替淡水源（防

火水槽，淡水貯水池）の淡水を，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を用いて，廃棄

物処理建屋外壁に設置した外部接続口から復水貯蔵槽へ供給できる設計とする。 

本系統の操作にあたっては，中央制御室及び現場での弁操作（AM 用切替盤の切り

替え操作を含む）により系統構成を行った後，中央制御室の操作スイッチにより復

水移送ポンプを起動し運転を行う。 
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図 3.4-1 低圧代替注水系（常設）系統概要図 
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・
電
源
設
備
に
つ
い
て
は
「
3
.1
4 
電
源
設
備
（
設
置
許
可
基
準
規

則
第

5
7
条
に
対
す
る
設
計
方
針
を
示
す
章
）」

で
示
す
。

 

・
計
装
設
備
に
つ
い
て
は
「
3
.1
5 
計
装
設
備
（
設
置
許
可
基
準
規

則
第

5
8
条
に
対
す
る
設
計
方
針
を
示
す
章
）」

で
示
す
。
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表 3.4-1 低圧代替注水系（常設）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 復水移送ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 復水貯蔵槽【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

高圧炉心注水系 配管・弁【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】及び第二ガスタービン発電機

【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】及び第二ガスタ

ービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】及び第二ガ

スタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用高圧母線【常設】 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

計装設備※3 原子炉水位（SA）【常設】 
復水補給水系流量（原子炉圧力容器）【常設】 
復水移送ポンプ吐出圧力【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足説明資料 47-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器破損防止対策を成功させる

ために把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 復水移送ポンプ 

     種類     ：うず巻形 

     容量     ：125m3/h/台 

     全揚程    ：85m 

     最高使用圧力 ：1.37MPa 

     最高使用温度 ：66℃ 

     個数     ：2（予備 1） 

     取付箇所   ：廃棄物処理建屋地下 3階 

     原動機出力  ：55kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」,電源設備については，「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.1.3 低圧代替注水系（常設）の多様性，独立性，位置的分散 

低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系と同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう，表 3.4-2 で示すとおり多様性，位置的分

散を図った設計とする。ポンプについては，残留熱除去系ポンプ(A)，(B)及び(C)

と位置的分散された廃棄物処理建屋地下 3階の復水移送ポンプを使用する設計とす

る。復水移送ポンプのサポート系として，ポンプ冷却水は自滑水とすることで，残

留熱除去系ポンプの冷却水と同時に機能喪失しない設計とし，電源については，常

設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機及び第二ガスタービン発電機），可搬

型代替交流電源設備（電源車）から代替所内電気設備を経由した給電が可能な設計

とすることで，残留熱除去系ポンプの電源である非常用交流電源設備（非常用ディ

ーゼル発電機）と同時に機能喪失しない設計とする。水源については，残留熱除去

系の水源であるサプレッション・チェンバと異なる復水貯蔵槽を使用する設計とす

る。操作に必要な電動弁については，ハンドルを設けて手動操作も可能とすること

により，電源設備の故障による共通要因によって機能を喪失しないよう多様性を持

った駆動源により駆動できる設計とする。 

残留熱除去系と低圧代替注水系（常設）の独立性については，表 3.4-3 で示すと

おり地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 

なお，配管，スパージャ等の流路を構成する静的機器については，残留熱除去系

注水ライン（残留熱除去系洗浄水弁より原子炉圧力容器につながる配管との合流部

から原子炉圧力容器まで）を除く範囲で，可能な限り分離した設計とする。 

ただし，残留熱除去系注入弁(A)又は(B)が故障した場合でも，自主対策設備とし

て他系の残留熱除去系又は高圧炉心注水系の配管を用いた低圧注水を整備している。 

なお，電源設備及び電路については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条

に対する設計方針を示す章）で示す。 
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表 3.4-2 多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 
低圧代替注水系（常設） 

ポンプ 残留熱除去系ポンプ 復水移送ポンプ 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 

水源 サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 2階 

駆動用 

空気 
不要 不要 

潤滑油 不要 

（内包油） 
不要 

冷却水 原子炉補機冷却系 

及び原子炉補機冷却海水系 

不要 

（自滑水） 

駆動電源 

非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交流電源設

備（第一ガスタービン

発電機及び第二ガス

タービン発電機） 

可搬型代替交

流電源設備

（電源車） 

原子炉建屋 

地上 1階 

屋外（7号炉タービン建屋南側及び荒

浜側常設代替交流電源設備設置場所） 

 

表 3.4-3 設計基準事故対処設備との独立性 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(A)(B)(C) 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系（常設） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，

重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設）は基準地震動

Ss で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要

因となり故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設

置する設計とすることで，津波が共通要因となり故障することの

ない設計とする。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備で

ある低圧代替注水系（常設）は，火災が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災

に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備で

ある低圧代替注水系（常設）は，溢水が共通要因となり故障する

ことのない設計とする（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水

に対する防護方針について」に示す）。 
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3.4.2.1.4 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.4.2.1.4.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，廃棄物処理建屋内に設置して

いる設備であることから，想定される重大事故等時における，廃棄物処理建屋

内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができる

よう，以下の表 3.4-4 に示す設計とする。 

復水移送ポンプの操作は，中央制御室の操作スイッチから遠隔操作可能な設

計とする。 

（47-3-1,2～4,47-4-1,2,5,6,47-8-2） 

 

 

表 3.4-4 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

廃棄物処理建屋内で想定される温度，圧力，湿度及び放

射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による影

響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統

への影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しな

い）。原子炉圧力容器への注水は，可能な限り淡水源を優

先し，海水通水は短期間とすることで，設備への影響を

考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 廃棄物処理建屋内に設置するため，風（台風）及び積雪

の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）を運転する場合は，復水補給水系バイパス流防止と

してタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作を実施し，復水移送ポンプを起動する。

その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水の系統構成と

して，残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）の全開操作を実施し，残留熱除去系

洗浄水弁(A)（又は(B)）を全開とすることで原子炉圧力容器への注水を行う。

また，復水移送ポンプの水源確保として復水補給水系常／非常用連絡管 1次止

め弁と復水補給水系常／非常用連絡管 2次止め弁の開操作を実施する。以上の

ことから，低圧代替注水系（常設）の操作に必要なポンプ及び操作に必要な弁

を表 3.4-5 に示す。 

このうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗浄水弁(A)及び(B)につい

ては，中央制御室の格納容器補助盤からの遠隔操作で弁を開閉することが可能

な設計とし，残留熱除去系注入弁(A)及び(B)は原子炉建屋地上 3階（原子炉建

屋の二次格納施設外）に設置している AM 用切替盤より，配線用しゃ断器の「入」

「切」操作にて電源を切り替えた後，近傍に設置している AM 用操作盤のスイ

ッチ操作により，遠隔で弁を開閉することが可能な設計とする。復水補給水系

常／非常用連絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁について

は，廃棄物処理建屋地下 3階（原子炉建屋の二次格納施設外）に設置されてお

り，現場の手動操作で開閉することが可能な設計とする。 

また，復水移送ポンプについては，中央制御室にある復水移送ポンプ操作ス

イッチからのスイッチ操作でポンプ 3台のうち 2台を起動する設計とする。 

中央制御室の操作スイッチ，原子炉建屋地上 3階（原子炉建屋の二次格納施

設外）AM 用操作盤の操作スイッチ及び廃棄物処理建屋地下 3階の弁を操作する

にあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。

また，それぞれの操作対象については銘板をつけることで識別可能とし，運転

員の操作・監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

（47-3-1,2,5～9,47-4-1,2,5,6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3.4-14 

 

表 3.4-5 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

復水移送ポンプ(A) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(B) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

復水移送ポンプ(C) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

残留熱除去系注入弁(A) 弁閉→弁開 
原子炉建屋地上 3階 

（二次格納施設外） 
スイッチ操作 

残留熱除去系注入弁(B) 弁閉→弁開 
原子炉建屋地上 3階 

（二次格納施設外） 
スイッチ操作 

残留熱除去系洗浄水弁(A) 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

タービン建屋負荷遮断弁 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

復水補給水系常／非常用連

絡 1次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3 階 手動操作 

復水補給水系常／非常用連

絡 2次止め弁 
弁閉→弁開 廃棄物処理建屋地下 3 階 手動操作 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，表 3.4-6 に示すように発電用

原子炉の運転中に機能・性能試験，弁動作試験を，また，停止中に機能・性能

試験，弁動作試験と分解検査，外観検査が可能な設計とする。 

低圧代替注水系（常設）の復水移送ポンプは，発電用原子炉の停止中にケー

シングカバーを取り外して，ポンプ部品（主軸，軸受，羽根車）の状態を確認

する分解検査が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，復水貯蔵槽を水源とし，復水移

送ポンプを起動させ，サプレッション・チェンバへ送水する試験を行うテスト

ラインを設けることで，低圧代替注水系（常設）の機能・性能及び漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。なお，残留熱除去系洗浄水弁から原子炉圧力容

器までのラインについては，上記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中及び

停止中に残留熱除去系注入弁の弁動作試験を実施することで弁開閉動作の確

認可能な設計とする。 
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表 3.4-6 低圧代替注水系（常設）の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 
ポンプ部品の表面状態を，試験及び目

視により確認 

外観検査 ポンプ外観の確認 

 

運転性能の確認として，復水移送ポンプの吐出圧力，系統（ポンプ廻り）の

振動，異音，異臭及び漏えいの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプ部品表面状態の確認として，浸透探傷試験により性能に影響

を及ぼす指示模様がないこと，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，

割れなどがないことの確認が可能な設計とする。 

 

復水移送ポンプの外観検査として，傷や漏えい跡の確認が可能な設計とする。 

（47-5-1,3～6） 



3.4-16 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）は，復水移送ポンプを通常時に使用する系統である

復水補給水系から重大事故等時に対処するために系統構成を切り替える必要

がある。切り替え操作としては，復水移送ポンプの起動操作，復水補給水系バ

イパス流防止としてタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作，原子炉圧力容器へ注

水するためにの残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）全開操作，残留熱除去系洗

浄水弁(A)（又は(B)）の全開操作をすることになる。 

なお，復水貯蔵槽から復水移送ポンプに供給するライン（復水移送ポンプ吸

込ライン）は，復水貯蔵槽の中部（常用ライン），下部（非常用ライン）の 2

通りがある。通常運転時は中部（常用ライン）を使用しているため，長期運転

を見込み，復水貯蔵槽を水源として確保するため，復水補給水系常／非常用連

絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁の開操作を行い，復水

移送ポンプ吸込ラインを下部（非常用ライン）に切り替える。ただし，復水移

送ポンプ起動当初は復水貯蔵槽水位は確保されているため，本切り替え操作は

低圧代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水が開始された後に実施

する。 

 

低圧代替注水系（常設）である復水移送ポンプの起動及び系統の切り替えに

必要な弁については，中央制御室及び原子炉建屋地上 3階（原子炉建屋の二次

格納施設外）から遠隔操作する設計とすることで，図 3.4-2 で示すタイムチャ

ートのとおり速やかに切り替えることが可能である。 

系統の切り替えに必要な弁のうちタービン建屋負荷遮断弁，残留熱除去系洗

浄水弁(A)及び(B)については，中央制御室から遠隔で弁を開閉することが可能

である。 

系統の切り替えに必要な弁のうち，残留熱除去系注入弁(A)及び(B)について

は，原子炉建屋地上 3 階（原子炉建屋の二次格納施設外）に設置している AM

用切替盤より，配線用しゃ断器の「入」「切」操作にて電源を切り替えた後，

近傍に設置している AM 用操作盤のスイッチ操作により，遠隔で弁を開閉する

ことが可能である。 

また，復水補給水系常／非常用連絡 1次止め弁，復水補給水系常／非常用連

絡 2次止め弁は手動弁として廃棄物処理建屋地下 3階に設置されており，現場

の手動操作で開操作を行う。この操作は，長期運転を見込んだ復水貯蔵槽水源

確保のために実施する操作であり，原子炉圧力容器への注水開始後に実施する

ことで，図3.4-2で示すタイムチャートのとおり速やかに切り替え可能である。 

また，低圧代替注水のバイパス流を防止するため，低圧代替注水系の主流路

からの分岐部については，主流路から最も近い弁（第一止め弁）で閉止する運
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用とする。事故時の対応に支障を来たす等の理由から第一止め弁が閉止できな

いライン（非常用炉心冷却系ポンプ封水ライン等）についても，低圧代替注水

のバイパス流を防止するため，第一止め弁以降の弁で閉止されたバウンダリ構

成とし，このバウンダリ範囲においては，適切な地震荷重との組合せを考慮し

た上でバウンダリ機能が喪失しない設計とする。 

（47-4-1,2,5,6） 

 

通信手段確保，電源確認

バイパス流防止処置，ポンプ起動

系統構成

注水開始，注水状況確認

移動，ＣＳＰ水源確保

備考

手順の項目 要員（数）

低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水

（残留熱除去系（B）

注入配管使用）

中央制御室運転員　Ａ，Ｂ 2

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

経過時間（分）
5 10 15 20 25

12分 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

 
図 3.4-2  

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（残留熱除去系(B)注入配管使用の場合）のタイムチャート＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.4 で示すタイムチャ

ート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）は，通常時は残留熱除去系洗浄水弁(A)及び(B)を閉

止することで隔離する系統構成としており，残留熱除去系に対して悪影響を及

ぼさない設計とする。隔離弁については表 3.4-7 に示す。また，低圧代替注水

系（常設）を用いる場合は，弁操作によって，通常時の系統構成から重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

（47-3-1,6,7,47-4-1,2,5,6） 

 

 

表 3.4-7 他系統との隔離弁 

取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

残留熱除去系 残留熱除去系洗浄水弁(A) 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 電動駆動 通常時閉 

電源喪失時閉 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作場

所を表 3.4-8 に示す。このうち，中央制御室で操作する復水移送ポンプ，残留

熱除去系洗浄水弁(A)（又は(B)），タービン建屋負荷遮断弁は，操作位置の放

射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能である。原子炉建屋地上 3階

で操作する残留熱除去系注入弁(A)（又は(B)）は，原子炉建屋の二次格納施設

外に AM 用切替盤，AM 用操作盤が設置されており，操作位置の放射線量が高く

なるおそれが少ないため操作が可能である。復水補給水系常／非常用連絡 1次

止め弁，復水補給水系常／非常用連絡 2次止め弁は，廃棄物処理建屋地下 3階

での操作となり，原子炉建屋外であるため，操作位置の放射線量が高くなるお

それが少ないため操作が可能である。これらの操作が可能な配置設計とする。 

（47-3-1,2,5～9） 

 

 

表 3.4-8 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

復水移送ポンプ(A) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

復水移送ポンプ(B) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

復水移送ポンプ(C) 廃棄物処理建屋地下 3階 中央制御室 

残留熱除去系注入弁(A) 原子炉建屋地上 1階 
原子炉建屋地上 3階 

（二次格納施設外） 

残留熱除去系注入弁(B) 原子炉建屋地上 1階 
原子炉建屋地上 3階 

（二次格納施設外） 

残留熱除去系洗浄水弁(A) 原子炉建屋地上 1階 中央制御室 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 原子炉建屋地上 1階 中央制御室 

タービン建屋負荷遮断弁 
タービン建屋地下中2階（6号炉） 

廃棄物処理建屋地下3階(7号炉) 
中央制御室 

復水補給水系常／非常用

連絡 1次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 

復水補給水系常／非常用

連絡 2次止め弁 
廃棄物処理建屋地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 
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3.4.2.1.5 設置許可基準規則第 43 条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）である復水移送ポンプは，原子炉冷却材圧力バウン

ダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する原子炉の冷却機能

が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

止するために必要な注水流量を有する設計とする。注水流量としては，炉心の

著しい損傷の防止の重要事故シーケンスのうち，高圧・低圧注水機能喪失，全

交流動力電源喪失，崩壊熱除去機能喪失，LOCA 時注水機能喪失に係る有効性評

価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）において，有効性が確認され

ている原子炉圧力容器への注水流量が最大 300m3/h の範囲であることから，復

水移送ポンプ 1 台あたり 150m3/h 以上を注水可能な設計とし，2 台使用する設

計とする。原子炉圧力容器に注水する場合の復水移送ポンプの揚程は，原子炉

圧力容器に注水する場合の水源（復水貯蔵槽）と注水先（原子炉圧力容器）の

圧力差，静水頭，機器圧損，配管及び弁類圧損を考慮し，復水移送ポンプ 2台

運転で注水流量 300m3/h 達成可能な設計とする。 

（47-6-1～5） 

 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

   基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（常設）である復水移送ポンプは，二以上の発電用原子炉施

設において共用しない設計とする。 

 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 
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(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

   低圧代替注水系（常設）は，設計基準事故対処設備の残留熱除去系に対し，

多様性，位置的分散を図る設計としている。これらの詳細については，

3.4.2.1.3 項に記載のとおりである。 
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3.4.2.2 低圧代替注水系（可搬型） 

3.4.2.2.1 設備概要 

低圧代替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧

注水モード）の有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に，この機能を代替

し，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため，原子炉を冷却す

ることを目的として設置するものである。 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級），電源設備（非常用交流電源設備，常

設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備等）及び，水源である複数の代替淡

水源（防火水槽及び淡水貯水池），燃料補給設備である軽油タンク，タンクローリ

（4kL），流路である復水補給水系，残留熱除去系，給水系の配管，弁，スパージャ，

注水先である原子炉圧力容器から構成される。 

重大事故等時においては，原子炉隔離時冷却系，高圧代替注水系及び手動による

原子炉減圧操作と連携し，複数の代替淡水源（防火水槽及び淡水貯水池）を水源と

して，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）で注水することにより炉心を冷却する機能

を有する。 

本系統に関する重大事故等対処設備を表3.4-9に，本系統全体の概要図を図3.4-3

に示す。 

 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）により，複数の代替淡水源（防火水

槽及び淡水貯水池）の水を残留熱除去系配管等を経由して原子炉圧力容器へ注水す

ることで炉心を冷却する。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにて駆動できる設計と

し，燃料は軽油タンクよりタンクローリ（4kL）を用いて給油できる設計とする。 

 

本系統の操作にあたっては，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）に付属する操作ス

イッチにより，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を起動し運転を行う。 

 

なお，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用する際に接続する外部接続口は，

共通の要因によって接続することができなくなることを防止するために，位置的分

散された複数の異なる面に設置する。 

 

本系統の流路のうち，低圧代替注水系（常設）の主流路への合流以降は，低圧代

替注水系（常設）と同様の流路で構成し，復水補給水系，残留熱除去系，給水系の

配管，弁，スパージャを経由して原子炉圧力容器へ注水する。低圧代替注水系（常

設）の主流路への合流以降については，「3.4.2.1 低圧代替注水系（常設）」で示す。 
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図 3.4-3  低圧代替注水系（可搬型）系統概要図 
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表 3.4-9 低圧代替注水系（可搬型）に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）【可搬】 

附属設備 ― 

水源※1 防火水槽【常設】 

淡水貯水池【常設】 

流路 復水補給水系 配管・弁【常設】 

残留熱除去系 配管・弁【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

ホース・接続口【可搬】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 

(燃料補給設備

を含む) 

非常用交流電源設備 

 非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】及び第二ガスタービン発電機

【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】及び第二ガスタ

ービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】及び第二ガ

スタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

代替所内電気設備 

緊急用高圧母線【常設】 

緊急用断路器【常設】 

緊急用電源切替箱断路器【常設】 

緊急用電源切替箱接続装置【常設】 

AM 用動力変圧器【常設】 

AM 用 MCC【常設】 

AM 用切替盤【常設】 

AM 用操作盤【常設】 

非常用高圧母線 C系【常設】 

非常用高圧母線 D系【常設】 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備 ― 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許可

基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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※2：単線結線図を補足説明資料 47-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.4.2.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6号及び 7号炉共用） 

     種類      ：ターボ形 

  容量      ：120m3/h/台 

吐出圧力    ：0.85MPa 

  最高使用圧力  ：1.76MPa 

     最高使用温度  ：40℃ 

     個数      ：12（6/プラント）（予備 1） 

     設置場所    ：屋外 

保管場所    ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

  原動機出力   ：110kW 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第56条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

 

3.4.2.2.3 低圧代替注水系（可搬型）の多様性，独立性，位置的分散 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，共通要因

によって，設計基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しく

は注水機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処

するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，表 3.4-10

で示すとおり，残留熱除去系ポンプ及び低圧代替注水系（常設）である復水移送ポ

ンプと位置的分散を図り，水源及び駆動源についても，多様性を備えた設計とする。 

また，残留熱除去系と低圧代替注水系（可搬型）の独立性については，表 3.4-11

で示すとおり地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために

独立性を確保する設計とする。 

さらに，故障の影響を考慮し，低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）は，予備を有する設計とする。 
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表 3.4-10 多様性，位置的分散 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系 

（常設） 

低圧代替注水系 

（可搬型） 

ポンプ 
残留熱除去系ポンプ 復水移送ポンプ 

可搬型代替注水ポンプ 

(A-2 級) 

原子炉建屋 

地下 3階 

廃棄物処理建屋 

地下 3階 
屋外 

水源 

サプレッション・チェンバ 復水貯蔵槽 
複数の代替淡水源（防火

水槽及び淡水貯水池） 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要（内包油） 不要 不要 

冷却水 原子炉補機冷却系(及び原子

炉補機冷却海水系) 
不要(自滑水) 不要 

駆動電源 

非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 

常設代替交流電源設

備（第一ガスタービ

ン発電機及び第二ガ

スタービン発電機） 

可搬型代替交

流電源設備

（電源車） ― 

原子炉建屋 

地上 1階 

屋外(7 号炉タービン建屋南側及び荒

浜側常設代替交流電源設備設置場所) 

 

 

表 3.4-11 設計基準事故対処設備との独立性 

項目 

設計基準事故対処設備 重大事故等対処設備 

残留熱除去系(A)(B)(C) 

（低圧注水モード） 

低圧代替注水系（可搬型） 

共

通

要

因

故

障 

地震 設計基準事故対処設備の残留熱除去系は耐震 Sクラス設計とし，重

大事故等対処設備である低圧代替注水系（可搬型）は基準地震動 Ss

で機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要因と

なり故障することのない設計とする。 

津波 6 号及び 7 号炉の原子炉建屋は，基準津波が到達しない位置に設置

する設計とすることで，津波が共通要因となり故障することのない

設計とする。 

火災 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る低圧代替注水系（可搬型）は，火災が共通要因となり同時に故障

することのない設計とする（「共-7 重大事故等対処設備の内部火

災に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 設計基準事故対処設備の残留熱除去系と，重大事故等対処設備であ

る低圧代替注水系（可搬型）は，溢水が共通要因となり同時に故障

することのない設計とする（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢

水に対する防護方針について」に示す）。 
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3.4.2.2.4 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.4.2.2.4.1 設置許可基準規則第 43 条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，屋外の荒浜

側高台保管場所及び大湊側高台保管場所に保管し，重大事故等時に原子炉建屋

の接続口付近の屋外に設置する設備であることから，想定される重大事故等時

における，屋外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮する

ことができるよう，以下の表 3.4-12 に示す設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の操作は，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

に付属する操作スイッチにより，想定される重大事故等時において設置場所か

ら操作可能な設計とする。風（台風）による荷重については，転倒しないこと

の確認を行っているが，詳細評価により転倒する結果となった場合は，転倒防

止措置を講じる。積雪の影響については，適切に除雪する運用とする。 

また，降水及び凍結により機能を損なうことのないよう，防水対策が取られ

た可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を使用し，凍結のおそれがある場合は暖気運

転を行い凍結対策とする。 

（47-4-3,4,7,8,47-8-2） 

 

 

表 3.4-12 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐

えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影

響 

降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対策

及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する系統

への影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しない）。

原子炉圧力容器への注水は，可能な限り淡水源を優先し，

海水通水は短期間とすることで，設備への影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷しな

いことを確認し，治具や輪留め等により転倒防止対策を行

う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないこ

とを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものである

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）を運転する場合は，復水補給水系バイパス流防止

としてタービン建屋負荷遮断弁の全閉操作を実施し，残留熱除去系注入弁(A)

（又は(B)）の全開操作，残留熱除去系洗浄水弁(A)（又は(B)）の全開操作を実

施した後，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の配備及びホース接続を行い，送水

準備が完了した後，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）を起動することで原子炉圧

力容器への注水を行う。以上のことから，低圧代替注水系（可搬型）の操作に

必要なポンプ及び操作に必要な弁，ホースを表 3.4-13 に示す。 

このうちMUWC接続口外側隔離弁1(A)，2(A)及びMUWC接続口外側隔離弁1(B)，

2(B)，MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 については，接続口が設置されている屋外の

場所から手動操作で弁を開閉することが可能な設計とし，MUWC 可搬式接続口隔

離弁 2 及び MUWC 可搬式接続口隔離弁 3については，原子炉建屋内の接続口が設

置されている場所で手動操作で弁を開閉することが可能な設計とする。MUWC 接

続口内側隔離弁(B)については，弁は原子炉建屋の二次格納施設外に設置されて

いるが，遠隔手動弁操作設備により屋外から手動操作で開閉することが可能な

設計とする。MUWC 接続口内側隔離弁(A)については，弁は二次格納施設外に設置

されているが，遠隔手動弁操作設備により原子炉建屋の二次格納施設外から手

動操作で開閉することが可能な設計とする。 

 

また，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）については，可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）操作盤の操作スイッチからのスイッチ操作で起動する設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）操作盤の操作スイッチ及び操作に必要な弁を

操作するにあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を

確保する。また，それぞれの操作対象については銘板をつけることで識別可能

とし，運転員の操作・監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，接続口まで屋外のアクセスルートを通行

してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が

可能な設計とする。 

 

ホースの接続作業にあたっては，特殊は工具，及び技量は必要とせず，簡便

な結合金具による接続並びに一般的な工具を使用することにより，確実に接続

が可能な設計とする。 

（47-7-1～5,47-4-3,4,7,8） 
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表 3.4-13 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可搬型代替注水ポンプ 

（A-2 級） 
起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 弁閉→弁開 屋内接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 弁閉→弁開 屋外接続口位置 手動操作 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 弁閉→弁開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

ホース ホース接続 屋外又は原子炉建屋内 人力接続 

 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，表 3.4-14

に示すように発電用原子炉の運転中に機能・性能試験，弁動作試験，また停止

中に機能・性能試験，弁動作試験と分解検査，外観検査が可能な設計とする。 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，発電用原子

炉の運転中又は停止中に分解又は取替，車両としての運転状態の確認が可能な

設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，淡水貯水池を水源とし，可搬型

代替注水ポンプ（A-2 級），仮設流量計，ホースの系統構成で淡水貯水池へ送水

する試験を行うテストラインを設けることで，他系統と独立した試験系統で低

圧代替注水系（可搬型）の機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な系統設

計とする。なお，接続口から復水補給水系主配管までのラインについては，上

記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中又は停止中に各接続口の弁動作試験

を実施することで弁開閉動作の確認が可能な設計とする。 
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表 3.4-14 低圧代替注水系（可搬型）の試験及び検査 

発電用原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 機能・性能試験 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の運転性能

（吐出圧力，流量）の確認，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 ポンプを分解し，部品の表面状態を，試験及

び目視により確認 

又は必要に応じて取替 

外観検査 ポンプ及びホース外観の確認 

車両検査 可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の車両とし

ての運転状態の確認 

 

運転性能の確認として，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の吐出圧力，流量の

確認を行うことが可能な設計とする。 

 

ホースの外観検査として，機能・性能に影響を及ぼすおそれのある亀裂，腐

食などがないことの確認を行うことが可能な設計とする。 

（47-5-2,7,8） 

 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあ

っては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，本来の用途

以外の用途には使用しない。 

なお，通常時に使用する系統である復水補給水系から重大事故等時に対処す

るために低圧代替注水系（可搬型）に系統構成を切り替える場合，切り替え操

作としては，各接続口の弁開閉操作，ホース敷設作業，可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）の移動，設置，起動操作を行うことになる。 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の移動，設

置，起動操作，及び系統の切り替えに必要な弁操作については，図 3.4-4 で示

すタイムチャートのとおり速やかに切り替えることが可能である。 

（47-4-3,4,7,8） 
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通信手段確保、電源確認

バイパス流防止措置，系統構成

注水確認

移動、ユニハンドラーリンク機構取り外し

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）3台移動～配置

送水準備(淡水または海水）

送水，注水開始

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

2

現場運転員　Ｃ、Ｄ 2

緊急時対策要員 3

※ 荒浜側
高台保管

場所への

移動は，
10分と想

定する

　低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水

（残留熱除去系（Ｂ）

注入配管使用）

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ、Ｂ

低圧代替注入系（可搬型）による原子炉注水 95分

10 20 4030 50 7060 80 90 100 110

 
図 3.4-4 低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水（残留熱除去系(B)注入配管使用）のタイムチャート(1/2)＊ 

 

 

通信手段確保、電源確認

バイパス流防止措置，系統構成

注水確認

移動、ユニハンドラーリンク機構取り外し

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

淡水貯水池～大湊高台移動移動

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）1台移動～配置，送水ライン水張り及び健全性確認

送水ホース及び消防ホース接続継手接続

淡水貯水池を水源とした可搬型代替注水ポンプへの送水開始

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）2台移動～配置

送水準備

送水，注水開始

緊急時対策要員

2

2

※ 荒浜側

高台保管
場所への
移動は，
10分と想
定する

　低圧代替注水系（可搬型）

による原子炉注水

（残留熱除去系（Ｂ）

注入配管使用）

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ、Ｂ 2

現場運転員　Ｃ、Ｄ 2

緊急時対策要員

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数） 低圧代替注入系（可搬型）による原子炉注水 120分

10 20 4030 50 7060 80 90 100 110 120 130 140

 
図 3.4-4 低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水（残留熱除去系(B)注入配管使用）のタイムチャート(2/2)＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1.4 で示すタイムチ

ャート 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，通常時は接

続先の系統と分離された状態で保管することで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い運用とする。放射性物質を含む系統と含まない系統を区分するため，接続口
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は，全閉隔離する設計とする。 

また，低圧代替注水系（可搬型）を用いる場合は，弁操作によって，通常時

の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（47-4-3,4,7,8） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及

び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置

場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）の系統構成に操作が必要な機器の設置場所，操作

場所を表 3.4-15 に示す。このうち，屋外で操作する可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），MUWC 接続口外側隔離弁 1(A)，2(A)及び MUWC 接続口外側隔離弁 1(B)，2(B)，

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1，MUWC 接続口内側隔離弁(B)，ホースは，屋外にある

ため操作位置及び作業位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可

能である。MUWC 接続口内側隔離弁(A)については，原子炉建屋地上 2階（原子炉

建屋の二次格納施設外）に設置されていることから，操作位置の放射線量が高

くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

なお，原子炉建屋内にホースを設置する場合は，放射線量を確認して，適切

な放射線対策に基づき作業安全確保を確認した上で作業を実施する。 

（47-7-1～5） 

 

 

表 3.4-15 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級） 屋外設置位置 屋外設置位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(A) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 1(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口外側隔離弁 2(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 1 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 2 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 可搬式接続口隔離弁 3 屋内接続口位置 屋内接続口位置 

MUWC 接続口内側隔離弁(B) 屋外接続口位置 屋外接続口位置 

MUWC 接続口内側隔離弁(A) 原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

ホース 屋外又は原子炉建屋内 屋外又は原子炉建屋内 
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3.4.2.2.4.2 設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，原子炉

冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，設計基準事故対処設備が有する

原子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止するために必要な注水流量を有する設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の容量については，原子炉停止後 8時間後の

崩壊熱除去に必要な注水流量として 45m3/h 以上とする。原子炉圧力容器に注水

する場合の可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の揚程は，原子炉圧力容器に注水す

る場合の水源（防火水槽）と注水先（原子炉圧力容器）の圧力差，静水頭，機

器圧損，配管，ホース及び弁類圧損を考慮し，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）

を直列 2台運転で注水流量 45m3/h 達成可能な設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，重大事故等時において，原子炉圧力容器

への注水として原子炉冷却に必要な流量を確保できる容量を有するものを 1 セ

ット 3 台使用する。保有数は 1 プラントあたり 2 セット 6 台で 6 号及び 7 号炉

共用で 4セット 12 台と，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ

用として 1台（共用）の合計 13 台を分散して保管する。 

（47-6-6～12） 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するもの

にあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二以

上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部の

規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の接続箇所

は，格納容器下部注水系（可搬型），復水貯蔵槽への供給にも使用することがで

きるよう，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）から来るホースと接続口について，

簡便な接続方式である結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A

に統一し，75A/65A のレデューサを配備しておくことで確実に接続ができる設計
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とする。また，6号及び 7号炉が相互に使用することができるよう，可搬型代替

注水ポンプ（A-2 級）から来るホースと接続口について，ホースと接続口を簡便

な接続方式である結合金具にすることに加え，接続口の口径を 75A 又は 65A に

統一し，75A/65A のレデューサを配備しておくことで確実に接続ができる設計と

する。 

（47-7-1～5） 

 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の

場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）の接続箇所

である接続口は，重大事故等時の環境条件，自然現象，外部人為事象，溢水及

び火災の影響により接続できなくなることを防止するため，接続口をそれぞれ

互いに異なる複数の場所に設ける設計とする。 

6 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋東側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

7 号炉については，接続口から復水補給水系配管まで鋼製配管でつながる「接

続口（屋内本設）」を原子炉建屋南側に 1箇所，原子炉建屋北側に 1 箇所設置し，

接続口から復水補給水系配管まで建屋内にホースを敷設してつながる「接続口

（屋内ホース）」を原子炉建屋内東側に 1 箇所設置し,合計 3 箇所設置すること

で共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

（47-7-1～5） 

 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を

設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量が

高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の

適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 
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低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，炉心損

傷後の格納容器ベントを実施していない状況で屋外で使用する設備であり，想

定される重大事故等が発生した場合における放射線を考慮しても作業への影響

はないと想定しているが，仮に線量が高い場合は線源からの離隔距離をとるこ

と，線量を測定し線量が低い位置に配置することにより，これら設備の設置及

び常設設備との接続が可能である。また，現場での接続作業にあたっては，簡

便な結合金具による接続方式により，確実に速やかに接続が可能である。 

（47-7-1） 

 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管する

こと。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，地震，

津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに

よる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その他の条件

を考慮し，残留熱除去系ポンプ，低圧代替注水系（常設）である復水移送ポン

プと位置的分散を図り，発電所敷地内の高台の荒浜側高台保管場所及び大湊側

高台保管場所に分散して保管する。 

（47-8-1,2） 

 

 

(6) アクセスルートの確保（許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）である可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，通常時

は高台に保管しており，想定される重大事故等が発生した場合においても，保

管場所から接続場所までの運搬経路について，設備の運搬及び移動に支障をき

たすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する。（『可

搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』参照） 

（47-9-1～4） 
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(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43 条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な

機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

低圧代替注水系（可搬型）は，設計基準事故対処設備の残留熱除去系と常設

重大事故等対処設備の低圧代替注水系（常設）に対し，多様性，位置的分散を

図る設計としている。これらの詳細については，3.4.2.2.3 項に記載のとおりで

ある。 
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3.4.3   重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

3.4.3.1  残留熱除去系（低圧注水モード） 

3.4.3.1.1 設備概要 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，非常用炉心冷却系の 1つである。非常用炉

心冷却系は，冷却材喪失事故時に燃料被覆管の重大な損傷を防止し，ジルコニウム

－水反応を極力抑え，崩壊熱を長期にわたって除去する機能を持ち，低圧注水系，

高圧炉心注水系，原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系で構成する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，電動ポンプ 3台，配管，弁類，ストレーナ，

スパージャ及び計測制御装置からなり，冷却材喪失事故時には，高圧炉心注水系，

原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系と連携して，炉心を冷却する機能を有する。 

本系統は，3 台の残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプごとに別々のループと

なっており，原子炉水位低又はドライウェル圧力高の信号で作動を開始し，サプレ

ッション・チェンバのプール水を原子炉圧力容器内（炉心シュラウド外）に注水し，

炉心を冷却する。 

 

本系統の系統概要図を図 3.4-5 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.4-16 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるが，想定される重大事故等時においてその機能

を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（低圧注水モード）は，非常用交流電源設備（非常用ディー

ゼル発電機）からの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復旧し，重

大事故等時に使用できる設計とする。 
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図 3.4-5 残留熱除去系（低圧注水モード） 系統概要図 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.4-16 残留熱除去系（低圧注水モード）に関する重大事故等対処設備 

（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 サプレッション・チェンバ【常設】 

流路※2 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※3 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※4 原子炉水位（SA）【常設】 

残留熱除去系系統流量【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器

は流路としてのみ用いるため，配管に含む。 

※3：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※4：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器破損防止対策を成功させ

るために把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

個数    ：3 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.1.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，想定される重大事故等時に重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に関する基

本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系(低圧注水モード)を復

旧させる場合については，残留熱除去系（低圧注水モード）は，設計基準事故対処

設備である非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）からの給電により起動

する残留熱除去系（低圧注水モード）に対して，駆動電源の多様性を有する設計と

する。常設代替交流電源設備の多様性，位置的分散については，「3.14 電源設備（設

置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）については，設計基準対象施設として使用する

場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に悪影響を

及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（低圧注水モード）は，二以上の発電用原子炉施設において共用し

ない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，設計基準事故時の非常用炉

心冷却機能を兼用しており，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重大事故等

の収束に必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，二次格納施設内に設置され

る設備であることから，想定される重大事故等が発生した場合における二次格納施

設内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよ

う，表 3.4-17 に示す設計である。 

 

表 3.4-17 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内で想定される温度，圧力，湿度及び放射線

条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内に設置するため，風（台風）及び積雪の影

響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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また，残留熱除去系（低圧注水モード）は中央制御室にて操作可能な設計とする。

残留熱除去系（低圧注水モード）の系統構成及び運転に必要な操作機器は，中央制

御室で操作することから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作

が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（低圧注水モード）については，設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。また，残留熱除

去系（低圧注水モード）については，テストラインにより系統の機能・性能試験が

可能な設計である。残留熱除去系（低圧注水モード）ポンプについては，発電用原

子炉の運転中に系統の機能・性能試験が可能な設計であり，発電用原子炉の停止中

に分解検査及び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.4.3.2   残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

3.4.3.2.1 設備概要 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，3 ループから構成され，熱交換器

3 基，電動ポンプ 3 台，配管，弁類，スパージャ及び計測制御装置からなり，原子

炉停止後，炉心崩壊熱及び原子炉圧力容器，配管，冷却材中の残留熱を除去して，

原子炉を冷却するためのものである。 

炉心崩壊熱及び残留熱は，原子炉停止後には復水器等により冷却され，冷却材温

度が十分下がった後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によって冷却さ

れる。 

 

本系統の系統概要図を図 3.4-6 に，重大事故等対処設備（設計基準拡張）一覧を

表 3.4-18 に示す。 

 

本系統は設計基準対象施設であるとともに，想定される重大事故等時においてそ

の機能を期待するため，重大事故等対処設備（設計基準拡張）と位置付ける。 

 

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，非常用交流電源設備（非常

用ディーゼル発電機）からの給電に加えて，代替交流電源設備からの給電により復

旧し，重大事故等時に使用できる設計とする。 
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図 3.4-6 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 系統概要図 

・水源については「3.13 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方

針を示す章）で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

（設置許可基準規則第 57 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 

・計装設備については「3.15 計装設備

（設置許可基準規則第 58 条に対する

設計方針を示す章）」で示す。 
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表 3.4-18 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に関する重大事故等対処設備 

（設計基準拡張）一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ【常設】 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器【常設】 

附属設備 － 

水源※1 原子炉圧力容器【常設】 

流路 残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ【常設】 

給水系 配管・弁・スパージャ【常設】 

注水先 原子炉圧力容器【常設】 

電源設備※2 非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

計装設備※3 残留熱除去系系統流量【常設】 

残留熱除去系熱交換器入口温度【常設】 

残留熱除去系熱交換器出口温度【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた炉心損傷防止及び原子炉格納容器破損防止対策を成功させ

るために把握することが必要な原子炉施設の状態 

計装設備については「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

 

 

 



3.4-46 

 

3.4.3.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ 

容量    ：約 950m3/h/台 

全揚程   ：約 130m 

台数    ：3 

取付箇所  ：原子炉建屋地下 3階 

 

 

  (2) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器 

     基数    ：3 

     伝熱容量  ：約 8.1 MW/基（海水温度 30℃において） 

 

 

なお，水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置

許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す章）」，電源設備については「3.14 電

源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」，計装設備について

は「3.15 計装設備（設置許可基準規則第 58 条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.4.3.2.3  設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，想定される重大事故等時に重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として使用するため，「2.3 重大事故等対処設備に

関する基本方針」のうち，多様性，位置的分散を除く設計方針を適用して設計を行

う。 

ただし，代替交流電源設備からの給電により残留熱除去系(原子炉停止時冷却モー

ド)を復旧させる場合については，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，設

計基準事故対処設備である非常用交流電源設備（非常用ディーゼル発電機）からの

給電により起動する残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に対して，駆動電源

の多様性を有する設計とする。常設代替交流電源設備の多様性，位置的分散につい

ては，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計方針を示す章）」に

示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，設計基準対象施設として

使用する場合と同様の系統構成で重大事故等においても使用するため，他の施設に

悪影響を及ぼさない設計である。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，二以上の発電用原子炉施設におい

て共用しない設計である。 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）熱交換器については，設計基準事故時に使用する場合の容量が，重

大事故等の収束に必要な容量に対して十分である。 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポンプ及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）熱交換器については，二次格納施設内に設置される設備であること

から，想定される重大事故等が発生した場合における二次格納施設内の環境条件及

び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，表 3.4-19 に示

す設計である。 
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表 3.4-19 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内で想定される温度，圧力，湿度及び放射線

条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水しない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内に設置するため，風（台風）及び積雪の影

響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

 

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は中央制御室にて操作可能な設

計である。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の系統構成及び運転に必要な

操作機器は，中央制御室で操作することから，操作位置の放射線量が高くなるおそ

れが少ないため操作が可能である。 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，設計基準対象施設として

使用する場合と同じ系統構成で重大事故等においても使用する設計である。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，テストラインにより系統の

機能・性能試験が可能な設計である。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）ポ

ンプ及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）熱交換器については，発電用原

子炉の運転中に系統の機能・性能試験が可能な設計であり，発電用原子炉の停止中

に分解検査及び外観検査が可能な設計である。 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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3.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備【54条】 

 

【設置許可基準規則】 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能

が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該

使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵槽内燃料体等を冷却

し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な設備を設けなければ

ならない。 

２  発電用原子力施設には，使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他

の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するために必

要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯

蔵槽の水位が低下した場合」とは，本規程第３７条３－１(a)及び(b)で定義

する想定事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の

低下をいう。 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界

を防止するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）代替注水設備として，可搬型代替注水設備（注水ライン及びポンプ車等）を

配備すること。 

ｂ）代替注水設備は，設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備が機能喪失し，

又は小規模な漏えいがあった場合でも，使用済燃料貯蔵槽の水位を維持でき

るものであること。 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨

界を防止するために必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）スプレイ設備として，可搬型スプレイ設備（スプレイヘッダ，スプレイライ

ン及びポンプ車等）を配備すること。 

ｂ）スプレイ設備は，代替注水設備によって使用済燃料貯蔵槽の水位が維持でき

ない場合でも，燃料損傷を緩和できるものであること。 

ｃ）燃料損傷時に，できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための設備

を整備すること。  

４ 第１項及び第２項の設備として，使用済燃料貯蔵槽の監視は，以下によること。 

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位，水温及び上部の空間線量率について，燃料貯蔵設

備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定可能であ

ること。 

ｂ）これらの計測設備は，交流又は直流電源が必要な場合には，代替電源設備か

らの給電を可能とすること。 

ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 
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3.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

3.11.1  設置許可基準規則第 54条への適合方針 

想定事故1及び想定事故2において想定する使用済燃料プールの水位の低下が

あった場合において，使用済燃料プール内の燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽

し，及び臨界を防止するため，以下の設備を設ける（以下，「第54条第1項対

応」という）。 

 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃

料プールの水位が異常に低下した場合において，使用済燃料プール内の燃料体

等の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するため，以下の設備を設け

る（以下，「第54条第2項対応」という）。ただし，臨界の防止については，以

下の設備により設計基準対象施設である使用済燃料貯蔵ラック及び燃料体の形

状を保持することで未臨界性を維持する。（54-13-2～5） 

 

(1) 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の設置（設置許可基準規則

解釈の第 1項～第 3項） 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，第 54 条第 1 項対応の

場合，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）又は（A-2級）により防火水槽の水をホ

ース及び可搬型スプレイヘッダを経由して使用済燃料プールへ注水すること

で使用済燃料プールの水位を維持可能な設計とする。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，第 54 条第 2 項対応の

場合，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）により防火水槽から水を汲み上げ，可

搬型代替注水ポンプ（A-1 級）又は（A-2 級）によりホース及び可搬型スプレ

イヘッダを経由して使用済燃料に直接スプレイすることで，燃料損傷を緩和す

るとともに，スプレイ水の放射性物質叩き落としの効果により，環境への放射

性物質放出を可能な限り低減可能な設計とする。 

ここで，水源である防火水槽は，淡水貯水池又は海から水を補給できる設計

とする。 

 

(2) 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の設置（設置許可基準規則解

釈の第 1項～第 3項） 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）は，第 54 条第 1 項対応の場

合，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）又は（A-2級）により防火水槽の水をホー

ス及び常設スプレイヘッダを経由して使用済燃料プールへ注水することで使

用済燃料プールの水位を維持可能な設計とする。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）は，第 54 条第 2 項対応の場

合，可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）により防火水槽の水を汲み上げ，可搬型

代替注水ポンプ（A-1 級）により燃料プール代替注水系配管及び常設スプレイ

ヘッダを経由して使用済燃料に直接スプレイすることで，使用済燃料プール近

傍へアクセスすることなく屋外からの現場操作により，燃料損傷を緩和すると

ともに，スプレイ水の放射性物質叩き落としの効果により，環境への放射性物

質放出を可能な限り低減可能な設計とする。 

ここで，水源である防火水槽は，淡水貯水池又は海から水を補給できる設計
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とする。 

 

（3）大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）及び関連設備（大気への拡散抑制）

（設置許可基準規則解釈の第 3項 c)） 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は使用済燃料プール内の燃

料体等の著しい損傷に至った場合において大気への放射性物質の拡散を抑制

可能な設計とする。 

具体的な設備は，以下のとおりとする。 

    ・大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）（6号及び 7号炉共用） 

    ・放水砲（6号及び 7号炉共用） 

   なお，本設備の詳細については「3.12工場等外への放射性物質の拡散を抑制

するための設備（設置許可基準規則第 55条に対する設計方針を示す章）」で示

す。 

 

(4) 使用済燃料プールの監視設備の設置（設置許可基準規則解釈の第 4項） 

使用済燃料プールの水位，水温及びプール上部の空間線量率について，使用

済燃料プールに係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり監

視するため，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プ

ール水位・温度（SA）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）を設置する。 

また，使用済燃料プールの状態を監視するため，使用済燃料貯蔵プール監視

カメラを設置する。 

上記の計測設備は，代替電源設備からの給電が可能な設計とし，中央制御室

で監視可能な設計とする。 

 

 

なお,サイフォン現象により，使用済燃料プールディフューザ配管からプール

水が漏えいした場合に備え，使用済燃料プールディフューザ配管上部にサイフォ

ンブレーク孔を整備し，サイフォンブレーク孔まで水位が低下した時点で，受動

的にサイフォン現象の継続を停止させる設計とする。 

万が一，サイフォンブレーク孔の機能が喪失した場合においても，現場での手

動弁操作により破断箇所を隔離することで，プール水の流出を停止させることが

可能な設計とする。 

（54-12-2～3） 

 

 

また，重大事故等時に設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却系の復旧が

できず，使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合においても，代替原子炉補

機冷却系を用いて，燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器により，使用済燃

料プール内に貯蔵する使用済燃料から発生する崩壊熱を冷却可能な設計とする。 
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なお，第 54条第 1項対応において，使用済燃料プール内の燃料体等を冷却し，

放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するための自主対策設備として以下を整備する。 

 

(5) 消火系による使用済燃料プール注水の整備 

消火系による使用済燃料プールへの注水は，ディーゼル駆動消火ポンプを用

い，全交流電源が喪失した場合でも，高台に配備した代替交流電源設備からの

給電により，中央制御室から遠隔で弁操作し，ろ過水タンクを水源として，消

火系配管，復水補給水系配管，残留熱除去系配管及び燃料プール冷却浄化系配

管を経由して使用済燃料プールへ注水する。 

 

 

なお，第 54 条第 2 項対応において，使用済燃料プール内の燃料体等の損傷を

緩和し，臨界を防止するための自主対策設備として以下を整備する。 

 

(6) ステンレス鋼板等による漏えい緩和の整備 

使用済燃料プールの水位が著しく低下した場合に，ステンレス鋼板を用いて

使用済燃料プール水の漏えいを緩和するとともに使用済燃料プールの水位低

下を緩和する。 

ただし，この手段では漏えいを緩和できない場合があること，重いステンレ

ス鋼板を使用するため作業効率が悪いことから，今後得られた知見を参考に，

より効果的な漏えい緩和策を取り入れていく。 

 

また，複数の代替淡水源（防火水槽，淡水貯水池）の淡水が枯渇した場合の海

水の利用手段として，以下を整備する。 

 

（7） 燃料プール代替注水系の海水の利用 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）並びに燃料プール代替注

水系（常設スプレイヘッダ）の水源である複数の代替淡水源（防火水槽，淡水

貯水池）の淡水が枯渇した場合において，防潮堤の内側に設置している海水

取水箇所（取水路）より，大容量送水車（海水取水用）を用いて防火水槽への

供給又は可搬型代替注水ポンプ（A-1級）又は（A-2級）に海水を直接送水を

行う設計とする。なお，海水の利用については「3.13 重大事故等の収束に必

要となる水の供給設備（設置許可基準規則第 56 条に対する設計方針を示す

章）」で示す。 
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3.11.2  重大事故等対処設備 

3.11.2.1   燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ） 

3.11.2.1.1   設備概要 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，設計基準対象施設である残

留熱除去系（使用済燃料プール水の冷却及び注水機能）及び燃料プール冷却浄化系

（使用済燃料プール水の冷却機能）の有する使用済燃料プールの冷却及び注水機能

が喪失した場合に，この機能を代替し，使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷，

臨界の防止及び放射線の遮蔽を目的として設置するものである。 

また，大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料プールの水位が異常

に低下した場合において，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の進行緩和，

及び臨界の防止を目的として設置するものである。 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級），計測制御装置，及び

水源である複数の代替淡水源（防火水槽及び淡水貯水池），流路であるホース，可搬

型スプレイヘッダ，注入先である使用済燃料プール，燃料補給設備である軽油タン

ク，タンクローリ（4kL）等から構成される。 

本系統に関する重大事故等対処設備を表 3.11-1 に，本系統全体の概要図を図

3.11-1及び図 3.11-2に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，第 54条第 1項対応の場合，

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）又は（A-2 級）により防火水槽の水をホース及び

可搬型スプレイヘッダを経由して使用済燃料プールへ注水することで使用済燃料

プールの水位を維持可能な設計とする。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，第 54条第 2項対応の場合，

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）により防火水槽の水を汲み上げ，可搬型代替注水

ポンプ（A-1 級）又は（A-2 級）によりホース及び可搬型スプレイヘッダを経由し

て使用済燃料に直接スプレイすることで，燃料損傷を緩和するとともに，スプレイ

水の放射性物質叩き落としの効果により，環境への放射性物質放出を可能な限り低

減可能な設計とする。 

 

本系統の操作にあたっては，ホース及び可搬型スプレイヘッダの敷設により系統

構成を行った後，屋外で可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）の操作スイ

ッチにより可搬型代替注水ポンプを起動し運転を行う。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，駆動源である軽油を，軽油タ

ンクからタンクローリ（4kL）を介し給油できる設計とする。 

 

水源である防火水槽は，淡水貯水池からホースを経由して補給できる設計とする。 
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表 3.11-1 燃料プール代替注水系(可搬型スプレイヘッダ)に関する 

重大事故等対処設備一覧 
 

設備区分 設備名 

主要設備 可搬型代替注水ポンプ（A-1級）【可搬型】 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）【可搬型】 

可搬型スプレイヘッダ【可搬型】 

附属設備 － 

水源※1 

 

防火水槽【常設】 

淡水貯水池【常設】 

流路 ホース・接続口【可搬型】 

燃料プール代替注水系 配管・弁【常設】 

注水先 使用済燃料プール【常設】 

電源設備 

(燃料補給

設備を含

む) 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備※2 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ【常設】 

（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置【常設】を含む） 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷緩和，臨界防止及

び放射線の遮蔽対策を成功させるために把握することが必要な原子炉施設の

状態 

計装設備については「3.15計装設備（設置許可基準規則第 58条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.11.2.1.2   主要設備の仕様 

主要設備の仕様を以下に示す。 

 

（1）可搬型代替注水ポンプ（A-1級）（6号及び 7号炉共用） 

種類    ：ターボ形 

容量    ：168ｍ3/ｈ/台 

吐出圧力  ：0.85MPa 

最高使用圧力：2.0MPa 

最高使用温度：40℃ 

個数    ：1（予備 1） 

設置場所  ：屋外 

保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

原動機出力 ：160kW 

 

（2）可搬型代替注水ポンプ（A-2級）（6号及び7号炉共用） 

種類    ：ターボ形 

容量    ：120ｍ3/ｈ/台 

吐出圧力  ：0.85MPa 

最高使用圧力：2.0MPa 

最高使用温度：40℃ 

個数    ：4（2／プラント）（予備 5） 

設置場所  ：屋外 

保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

原動機出力 ：110kW 

 

（3）可搬型スプレイヘッダ 

最高使用温度：100℃ 

数量    ：1（予備 1） 

設置場所  ：二次格納施設内 地上4階 

保管場所  ：二次格納施設内 地上3階及び4階 

 

なお，水源については「3.13重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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図 3.11-1 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ） 

使用済燃料プールへ注水する場合の系統概要図  
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図 3.11-2 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ） 

使用済燃料プールへスプレイする場合の系統概要図 
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3.11.2.1.3 設置許可基準規則第 43条への適合方針 

3.11.2.1.3.1   設置許可基準規則第 43条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の可搬型代替注水ポンプ（A-

1級）及び（A-2級）は，屋外に設置している設備であることから，想定される

重大事故等時における屋外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能が有効

に発揮することができるよう，以下の表 3.11-2に示す設計とする。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の可搬型スプレイヘッダは

二次格納施設内に設置する設備であることから，想定される重大事故等時にお

ける二次格納施設内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能が有効に発揮

することができるよう，以下の表 3.11-3に示す設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，屋外で可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1級）及び（A-2級）の操作スイッチで操作可能な設計とする。また，

風（台風）による荷重については，転倒しないことの確認を行っているが，詳

細評価により転倒する結果となった場合は，転倒防止措置を講じる。積雪の影

響については，適切に除雪する運用とする。降水及び凍結により機能を損なわ

ないよう防水対策及び凍結対策を行う。 

（54-3-2～10） 
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表 3.11-2 可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）に想定する 

環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に

耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対

策及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する系統へ

の影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しな

い）。使用済燃料プールへの注水は，可能な限り淡水源を

優先し，海水通水時間を短時間とすることで，設備への

影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認し，治具や輪留め等を用いた転倒防止対

策を行う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しない

ことを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

 

 

表 3.11-3 可搬型スプレイヘッダに想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内で想定される温度，圧力，湿度及び放射

線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しな

い）。使用済燃料プールへの注水は，可能な限り淡水源を

優先し，海水通水時間を短時間とすることで，設備への

影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を運転する場合は，可搬型

代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）の移動,ホース及び可搬型スプレイヘ

ッダの敷設により系統構成を行った後，屋外で可搬型代替注水ポンプ（A-1級）

及び（A-2級）の操作スイッチにより可搬型代替注水ポンプを起動し,使用済燃

料プールへの注水を行う。 

以上のことから，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の操作に

必要な機器を表 3.11-4に示す。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）については，可搬型代替注水

ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）操作盤の操作スイッチからのスイッチ操作で

起動する設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）操作盤の操作スイッチを操

作するにあたり，運転員のアクセス性及び操作性を考慮して十分な操作空間を

確保することで基準に適合させる。また，それぞれの操作対象については銘板

をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作

できる設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，接続口まで移動可能な車

両設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

建屋貫通接続口を通じてホースを敷設する場合の操作対象弁は屋外及び二

次格納施設内に設置し，ハンドルによる手動操作が可能な設計とする。 

ホース及び可搬型スプレイヘッダの接続作業にあたっては，特殊な工具，及

び技量は必要とせず，簡便な結合金具による接続方式により，確実に接続が可

能な設計とする。 

（54-3-2～10） 

表 3.11-4 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級） 起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級） 起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

SFP接続口建屋内元弁 弁閉→弁開 原子炉建屋 

地上１階 

人力操作 

SFP接続口建屋外元弁 弁閉→弁開 屋外 人力操作 

ホース及び可搬型スプレイヘッダ ホース接続 屋外及び 

原子炉建屋内 

人力接続 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，表 3.11-5 に示すよう

に発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能確認，弁動作試験，分解検査，

外観検査が可能な設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に分解又は取替，車両としての運転状態の確認が可能な設計とする。

また，発電用原子炉の運転中又は停止中に，淡水貯水池を水源とし，可搬型代

替注水ポンプ（A-1級）又は（A-2級），仮設流量計，ホースの系統構成で淡水

貯水池へ送水する試験を行うテストラインを設けることで，燃料プール代替注

水系（可搬型スプレイヘッダ）の機能・性能（吐出圧力，流量）及び漏えいの

有無の確認が可能な系統設計とする。なお，接続口から可搬型スプレイヘッダ

までのラインについては，上記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中及び停

止中に接続口の弁開閉試験を実施することで機能・性能が確認可能な設計とす

る。 

ホース及び可搬型スプレイヘッダは，外観検査により機能・性能に影響を及

ぼすおそれのある亀裂，腐食等がないことの確認が可能な設計とする。 

可搬型スプレイヘッダは，通気により，つまり等がないことの確認が可能な

設計とする。 

（54-5-2,3） 

表 3.11-5 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能

試験 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）の運転性能（吐出圧力，流量）の確認，

漏えいの確認 

可搬型スプレイヘッダへの通気による機能・

性能の確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）を分解し，部品の表面状態を，試験及び

目視により確認 

又は必要に応じて取替 

外観検査 ホース及び可搬型スプレイヘッダ外観の確認 

車両検査 
可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）の車両としての運転状態の確認 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）は，重大事故等への対処以

外に通常時に使用する設備でないことから，図 3.11-3 で示すタイムチャート

のとおり系統の切り替えは発生しない。 

 

＜使用済燃料プールへ注水する場合＞ 

 

 

 

 
図 3.11-3 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の 

タイムチャート(1/2)＊ 

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

送水準備(淡水又は海水)

送水

緊急時対策要員

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

(可搬型スプレイヘッダ)

(SFP接続口(原子炉建屋南側)

使用)

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水 80分

90 100

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

原子炉建屋内側より扉開放

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

原子炉建屋外側より防潮扉開放

送水準備（淡水又は海水）

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

(可搬型スプレイヘッダ)

(原子炉建屋大物搬入口から

の接続)

[防火水槽を水源とした場合]

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水90分

90 100 110

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

送水ライン水張り，健全性確認，送水ホース及び消防ホース接続継手接続

送水

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

送水準備

送水

要員（数）

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

(可搬型スプレイヘッダ)

(SFP接続口(原子炉建屋南側)

使用)

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

2

経過時間（分）
備考

手順の項目

緊急時対策要員 2

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水 110分

90 110100 120

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

原子炉建屋内側より扉開放

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

送水ライン水張り，健全性確認，送水ホース及び消防ホース接続継手接続

送水 淡水貯水池を水源とした可搬型代替注水ポンプへの送水開始

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

原子炉建屋外側より防潮扉開放

送水準備

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

(可搬型スプレイヘッダ)

(原子炉建屋大物搬入口からの

接続)

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員 2

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水110分

90 100 110 120
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＜使用済燃料プールへスプレイする場合＞ 

 

 

 

 
図 3.11-3 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の 

タイムチャート(2/2)＊ 

 
＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1．11で示すタイムチャート  

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台移動～配置

送水準備(淡水又は海水)

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

(可搬型スプレイヘッダ)

(SFP接続口(原子炉建屋南側)

使用)

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員 3

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 95分

90 100

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

原子炉建屋内側より扉開放

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台移動～配置

原子炉建屋外側より防潮扉開放

送水準備（淡水又は海水）

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

(可搬型スプレイヘッダ)

(原子炉建屋大物搬入口から

の接続)

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員 3

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 105分

90 100 110

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

送水ライン水張り，健全性確認，送水ホース及び消防ホース接続継手接続

送水

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台移動～配置

送水準備

送水

経過時間（分）
備考

緊急時対策要員 2

手順の項目 要員（数）

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

(可搬型スプレイヘッダ)

(SFP接続口(原子炉建屋南側)

使用)

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

2

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 120分

90 100 110 120

通信手段確保，使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

移動，ホース展開，ノズル設置

原子炉建屋内側より扉開放

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

送水ライン水張り，健全性確認，送水ホース及び消防ホース接続継手接続

送水 淡水貯水池を水源とした可搬型代替注水ポンプへの送水開始

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台移動～配置

原子炉建屋外側より防潮扉開放

送水準備

送水

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

(可搬型スプレイヘッダ)

(原子炉建屋大物搬入口からの

接続)

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員 2

緊急時対策要員 2

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 125分

90 100 110 120 130



3.11-16 

 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2 級）は，通常時，接続先の系統と分離された状態で保管

することとしており，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，輪留

めによる固定等をするか又は設置場所において転倒しないことを確認するこ

とで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（54-3-2） 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型スプレイヘッ

ダは，通常時，他設備と独立した状態で設置又は保管し，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

（54-8-3～6） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）の系統構成において操作が

必要な機器の設置場所，操作場所を表 3.11-6に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1 級）及び（A-2 級）の起動及び接続口との接続作業並びに屋外の操作

対象弁の開操作は，線源からの離隔により，放射線量が高くなるおそれの少な

い場所である屋外で実施可能な設計とする。なお，原子炉建屋内に設置する操

作対象弁の操作が困難な環境時に備え，燃料プール代替注水系（可搬型スプレ

イヘッダ）を設ける。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型スプレイヘッ

ダは現場へ据え付け後，現場での操作が不要な設計とする。 

（54-3-2～10） 
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表 3.11-6 燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級） 屋外設置位置 屋外設置位置 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級） 屋外設置位置 屋外設置位置 

SFP接続口建屋内元弁 原子炉建屋 

地上 1階 

原子炉建屋 

地上 1階 

SFP接続口建屋外元弁 屋外 屋外 

ホース及び可搬型スプレイヘッダ 屋外及び 

原子炉建屋内 

屋外及び 

原子炉建屋内 
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3.11.2.1.4   設置許可基準規則第 43条第 3項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1級）及び（A-2級）は，第54条第1項及び第2項対応の場合に，必要

な注水量又はスプレイ量を有する設計とする。 

また,可搬型スプレイヘッダは1台で使用済燃料プール内燃料体にスプレイ

可能な設計とする。 

（54-6-2～30） 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2級），並びに可搬型スプレイヘッダの接続箇所は，簡便

な接続方式である結合金具による接続にすることに加え,接続口の口径を 65A

に統一し,75A/65A のレデューサを配備しておくことで確実に接続ができる設

計とする。また，6号及び７号炉が相互に使用することができるよう,可搬型代

替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）からくるホースと接続口について,ホー

スと接続口を簡便な接続方式である結合金具による接続にすることに加え,接

続口の口径を 65Aに統一し, 75A/65Aのレデューサを配備しておくことで確実

に接続ができる設計とする。 

（54-7-2,3） 

 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か
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ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）及び燃料プール代替注水系

（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）

の接続箇所は，重大事故等時の環境条件，自然現象，外部人為事象，溢水及び

火災の影響により接続できなくなることを防止するため，接続口をそれぞれ互

いに異なる複数の場所に設ける設計とする。 

6 号及び 7 号炉ともに，接続口から可搬型スプレイヘッダまで建屋内にホー

スを敷設してつながる「SFP 接続口」を原子炉建屋南側に 1 箇所設置し，接続

口から常設スプレイヘッダまで鋼製配管でつながる「SFP 接続口」を原子炉建

屋東側に 1箇所，原子炉建屋北側に 1箇所設置し，合計 3箇所設置することで

共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

（54-7-2～5） 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他

の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2級）の起動及びホースの接続作業は，仮に線量が高い場

合は線源からの離隔距離をとること，線量を測定し線量が低い位置に配置する

ことにより，これら設備の設置及び常設設備との接続が可能である。また，現

場での接続作業にあたっては，簡便な結合金具による接続方式により，確実に

速やかに接続が可能である。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型スプレイヘッ

ダは，現場での据え付け後は，現場での操作が不要な設計とする。 

また，可搬型スプレイヘッダの設置場所への据え付けが困難な環境時に備え，

常設スプレイヘッダを設ける。 

（54-7-2～5） 

 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ
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リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2 級）は，地震，津波その他の自然現象又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重

大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮し，燃料プール冷却浄化系ポンプ，

残留熱除去系ポンプと位置的分散を図り，発電所敷地内の高台（大湊側高台保

管場所及び荒浜側高台保管場所）に複数箇所に分散して保管する。 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型スプレイヘッ

ダは，常設スプレイヘッダと二次格納施設内の異なる場所に保管する。 

（54-8-2～6） 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2 級）は，通常時は高台に保管しており，想定される重大

事故等が発生した場合においても，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び移動

に支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確

保する設計とする。（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルート

について』参照） 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型スプレイヘッ

ダは，通常時は原子炉建屋内に保管しており，その機能に期待できる環境時に

おいて，保管場所から接続場所までの運搬経路について，設備の運搬及び移動

に支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確

保する設計とする。（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルート

について』参照） 

また，可搬型スプレイヘッダの保管場所，接続場所へのアクセスが困難な環

境時に備え，常設スプレイヘッダを設ける。 

（54-9-2～8） 
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(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故等防止設備との多様性（設置許可基準

規則第 43条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2 級）は，共通要因によって，設計基準事故対処設備の安

全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，燃料プール冷却浄化系ポンプ，残

留熱除去系ポンプと表 3.11-7 で示すとおり位置的分散を図るとともに，可能

な限りの多様性を備えた設計とする。 

（54-3-2） 
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3.11.2.2   燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ） 

3.11.2.2.1   設備概要 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）は，設計基準対象施設である残留

熱除去系（使用済燃料プール水の冷却及び注水機能）及び燃料プール冷却浄化系（使

用済燃料プール水の冷却機能）の有する使用済燃料プールの冷却及び注水機能が喪

失した場合に，この機能を代替し，使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷，臨

界の防止及び放射線の遮蔽を目的として設置するものである。 

また，大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料プールの水位が異常

に低下した場合において，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷の進行緩和，

及び臨界の防止を目的として設置するものである。 

本系統は，可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級），計測制御装置，及び

水源である複数の代替淡水源（防火水槽及び淡水貯水池），流路である燃料プール

代替注水系配管，常設スプレイヘッダ，注入先である使用済燃料プール，燃料補給

設備である軽油タンク，タンクローリ（4kL）等から構成される。 

本系統に関する重大事故等対処設備を表 3.11-8 に，本系統全体の概要図を図

3.11-4及び図 3.11-5に示す。 

 

本系統は第 54 条第 1 項対応（使用済燃料プールへ注水する）の場合，可搬型代

替注水ポンプ（A-1級）又は（A-2級）により，防火水槽からホース，及び燃料プー

ル代替注水系配管，常設スプレイヘッダを経由して使用済燃料プールへ注水可能な

設計とする。 

また，本系統は第 54条第 2項対応の場合，可搬型代替注水ポンプ（A-2級）によ

り防火水槽及び淡水貯水池の水，若しくは海水を汲み上げ，可搬型代替注水ポンプ

（A-1 級）により燃料プール代替注水系配管及び常設スプレイヘッダを経由して使

用済燃料プールへスプレイ可能な設計とする。 

 

本系統の操作にあたっては，現場屋外での弁の操作，ホースの敷設により系統構

成を行った後，屋外で可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）の操作スイッ

チにより可搬型代替注水ポンプを起動し運転を行う。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，駆動源である軽油を，軽油タ

ンクからタンクローリ（4kL）を介し給油できる設計とする。 

 

水源である防火水槽は，淡水貯水池からホースを経由して補給できる設計とする。 
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表 3.11-8 燃料プール代替注水系(常設スプレイヘッダ)に関する 

重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 可搬型代替注水ポンプ（A-1級）【可搬型】 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）【可搬型】 

常設スプレイヘッダ【常設】 

附属設備 － 

水源※1 

 

防火水槽【常設】 

淡水貯水池【常設】 

流路 ホース・接続口【可搬型】 

燃料プール代替注水系 配管・弁【常設】 

注水先 使用済燃料プール【常設】 

電源設備

(燃料補給

設備を含

む) 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備※2 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ【常設】 

（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置【常設】を含む） 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：主要設備を用いた使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷緩和，臨界防止及

び放射線の遮蔽対策を成功させるために把握することが必要な原子炉施設の

状態 

計装設備については「3.15計装設備（設置許可基準規則第 58条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 
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3.11.2.2.2   主要設備の仕様 

主要設備の仕様を以下に示す。 

 

（1）可搬型代替注水ポンプ（A-1級）（6号及び 7号炉共用） 

種類    ：ターボ形 

容量    ：168ｍ3/ｈ/台 

吐出圧力  ：0.85MPa 

最高使用圧力：2.0MPa 

最高使用温度：40℃ 

個数    ：1（予備1） 

設置場所  ：屋外 

保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

原動機出力 ：160kW 

 

（2）可搬型代替注水ポンプ（A-2級）（6号及び7号炉共用） 

種類    ：ターボ形 

容量    ：120ｍ3/ｈ/台 

吐出圧力  ：0.85MPa 

最高使用圧力：2.0MPa 

最高使用温度：40℃ 

個数    ：4（2/プラント）（予備 5） 

設置場所  ：屋外 

保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

原動機出力 ：110kW 

 

（3）常設スプレイヘッダ 

最高使用温度：66℃ 

数量    ：1 

取付箇所  ：原子炉建屋 地上4階 

 

なお，水源については「3.13重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設

置許可基準規則第 56条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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図 3.11-4 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ） 

使用済燃料プールへ注水する場合の系統概要図 
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図 3.11-5 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ） 

使用済燃料プールへスプレイする場合の系統概要図  
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3.11.2.2.3   設置許可基準規則第 43条への適合方針 

3.11.2.2.3.1   設置許可基準規則第 43条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の可搬型代替注水ポンプ（A-

1級）及び（A-2級）は，屋外に設置している設備であることから，想定される

重大事故等時における屋外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能が有効

に発揮することができるよう，以下の表 3.11-9に示す設計とする。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の常設スプレイヘッダは二次

格納施設内に設置している設備であることから想定される重大事故等時にお

ける二次格納施設内の環境条件を考慮し，その機能が有効に発揮することがで

きるよう，以下の表 3.11-10に示す設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，屋外で可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1級）及び（A-2級）の操作スイッチで操作可能な設計とする。また，

風（台風）による荷重については，転倒しないことの確認を行っているが，詳

細評価により転倒する結果となった場合は，転倒防止措置を講じる。積雪の影

響については，適切に除雪する運用とする。降水及び凍結により機能を損なわ

ないよう防水対策及び凍結対策を行う。 

（54-3-2,11～14） 
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表 3.11-9 可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）に想定する 

環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に

耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対

策及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する系統へ

の影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しな

い）。使用済燃料プールへの注水は，可能な限り淡水源を

優先し，海水通水時間を短時間とすることで，設備への

影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認し，治具や輪留め等を用いた転倒防止対

策を行う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しない

ことを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

 

 

表 3.11-10 常設スプレイヘッダに想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内で想定される温度，圧力，湿度及び放射

線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

淡水だけでなく海水も使用する（常時海水を通水しな

い）。使用済燃料プールへの注水は，可能な限り淡水源を

優先し，海水通水時間を短時間とすることで，設備への

影響を考慮する。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）を運転する場合は，可搬型代

替注水ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）の移動及びホース敷設により系統構成

を行った後，屋外で可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）の操作スイ

ッチにより可搬型代替注水ポンプを起動し，使用済燃料プール外部注水原子炉

建屋北側注水ライン元弁又は使用済燃料プール外部注水 R/B 東側注水ライン

元弁の開操作を実施し使用済燃料プールへの注水を行う。 

以上のことから，燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の操作に必

要な機器を表 3.11-11に示す。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）については，可搬型代替注水

ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）操作盤の操作スイッチからのスイッチ操作で

起動する設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び（A-2 級）操作盤の操作スイッチを操

作するにあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を確

保することで基準に適合させる。また，それぞれの操作対象については銘板を

つけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作で

きる設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，接続口まで移動可能な車

両設計とするとともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

操作対象弁については，接続口が設置されている屋外の場所から手動操作で

弁を開閉することが可能な設計とする。 

ホースの接続作業にあたっては，特殊な工具，及び技量は必要とせず，簡便

な接続金具による接続方式により，確実に接続が可能な設計とする。 

（54-3-13,14,54-7-4,5） 

 

表 3.11-11 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級） 起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級） 起動・停止 屋外設置位置 スイッチ操作 

使用済燃料プール外部注水 R/B北

側注水ライン元弁 

弁閉→弁開 屋外接続口位置 

（原子炉建屋北側） 

手動操作 

使用済燃料プール外部注水 R/B東

側注水ライン元弁 

弁閉→弁開 屋外接続口位置 

（原子炉建屋東側） 

手動操作 

ホース ホース接続 屋外 人力接続 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）は，表 3.11-12に示すように

発電用原子炉の運転中又は停止中に，機能・性能確認，弁動作試験，分解検査，

外観検査が可能な設計とする。 

 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）は，発電用原子炉の運転中又

は停止中に分解又は取替，車両としての運転状態確認が可能な設計とする。ま

た，発電用原子炉の運転又は停止中に，淡水貯水池を水源とし，可搬型代替注

水ポンプ（A-1級）又は（A-2級），仮設流量計，ホースの系統構成で淡水貯水

池へ送水する試験を行うテストラインを設けることで，燃料プール代替注水系

（可搬型スプレイヘッダ）の機能・性能（吐出圧力，流量）及び漏えいの有無

の確認が可能な系統設計とする。なお，接続口から常設スプレイヘッダまでの

ラインについては，上記の試験に加えて，発電用原子炉の運転中及び停止中に

接続口の弁開閉試験を実施することで機能・性能が確認可能な設計とする。 

ホース及び常設スプレイヘッダは，外観検査により機能・性能に影響を及ぼ

すおそれのある亀裂，腐食等がないことの確認が可能な設計とする。 

常設スプレイヘッダは，通気により，つまり等がないこと，及び閉止栓を取

り付けての通水により漏えいの確認が可能な設計とする。 

（54-5-2,3） 

 

表 3.11-12 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の試験及び検査 

発電用原子炉の

状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能

試験 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）の運転性能（吐出圧力，流量）の確認，

漏えいの確認 

常設スプレイヘッダへの通気及び通水による

機能・性能の確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）を分解し，部品の表面状態を，試験及び

目視により確認 

又は必要に応じて取替 

外観検査 ホース及び常設スプレイヘッダ外観の確認 

車両検査 
可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2

級）の車両としての運転状態の確認 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）は，重大事故等への対処以外

に通常時に使用する設備でないことから図 3.11-6 で示すタイムチャートのと

おり系統の切り替えは発生しない。 

 

＜使用済燃料プールへ注水する場合＞ 

 

 
＜使用済燃料プールへスプレイする場合＞ 

 

 
図 3.11-6 燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）によるタイムチャート＊ 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1．11で示すタイムチャート  

使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

送水準備(淡水又は海水)

送水

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

（常設スプレイヘッダ）

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水 80分

90 100

使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

送水ライン水張り，健全性確認，送水ホース及び消防ホース接続継手接続

送水

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級又はA-2級）1台移動～配置

送水準備

送水

緊急時対策要員 2燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

注水

（常設スプレイヘッダ）

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プール注水 110分

90 100 110 120

使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）3台移動～配置

送水準備(淡水又は海水)

送水

燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

（常設スプレイヘッダ）

[防火水槽を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

緊急時対策要員 3

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 95分

90 100

使用済燃料プール監視カメラ状態確認

送水確認

緊急時対策所～淡水貯水池移動

貯水池出口弁「開」

淡水貯水池～大湊高台移動移動

可搬型代替注水ポンプ（A-2級）1台配置，送水ライン水張り及び健全性確認

送水

緊急時対策所～大湊高台移動　※

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）3台の健全性確認

可搬型代替注水ポンプ（A-1級及びA-2級）2台移動～配置

送水準備

送水

緊急時対策要員 2燃料プール代替注水系（可搬

型）による使用済燃料プール

スプレイ

（常設スプレイヘッダ）

[淡水貯水池を水源とした場合]

中央制御室運転員　Ａ 1

緊急時対策要員 2

※　荒浜側高台保管

場所への移動は、10

分と想定する。

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

燃料プール代替注水系（可搬型）による使用済燃料プールスプレイ 120分

90 100 110 120
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1級）及び（A-2級）は，通常時，接続先の系統と分離された状態で保管す

ることとしており，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，輪留め

による固定等をするか又は設置場所において転倒しないことを確認すること

で他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である常設スプレイヘッダは，

通常時，他設備と独立した状態で設置又は保管し，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

（54-3-2,13,14） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の系統構成において操作が必

要な機器の設置場所，操作場所を表 3.11-13に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1 級）及び（A-2 級）の起動及び接続口との接続作業，並びに操作対象弁

の開操作は，線源からの離隔により，放射線量が高くなるおそれの少ない場所

である屋外で実施可能な設計とする。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である常設スプレイヘッダは

現場での操作が不要な設計とする。 

（54-3-13,14） 
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表 3.11-13 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

可搬型代替注水ポンプ 

（A-1級） 

屋外設置位置 屋外設置位置 

可搬型代替注水ポンプ 

（A-2級） 

屋外設置位置 屋外設置位置 

使用済燃料プール外部注水

R/B北側注水ライン元弁 

屋外接続口位置 

（原子炉建屋北側） 

屋外接続口位置 

（原子炉建屋北側） 

使用済燃料プール外部注水

R/B東側注水ライン元弁 

屋外接続口位置 

（原子炉建屋東側） 

屋外接続口位置 

（原子炉建屋東側） 

ホース 屋外 屋外 
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3.11.2.2.4   設置許可基準規則第 43条第 2項への適合方針 

(1) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である常設スプレイヘッダは，

二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

（54-3-13,14） 

 

3.11.2.2.5   設置許可基準規則第 43条第 3項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）は，第54条第1項及び第2項対応の場合に，必要な注水量又はスプ

レイ量を有する設計とする。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-2級）は，第54条第1項対応の場合に，必要な注水量を有する設計とす

る。 

（54-6-2～30） 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1 級）及び（A-2 級）の接続箇所は，簡便な接続方式である結合金具によ

る接続にすることに加え,接続口の口径を 65A に統一し,75A/65A のレデューサ

を配備しておくことで確実に接続ができる設計とする。また，6 号及び７号炉

が相互に使用することができるよう,可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-

2 級）からくるホースと接続口について,ホースと接続口を簡便な接続方式で

ある結合金具による接続にすることに加え,接続口の口径を 65A に統一し,75A

又は 65A に統一し,75A/65A のレデューサを配備しておくことで確実に接続が

できる設計とする。 

（54-7-4,5） 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）の接続が困難な場合に備え，

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を設ける。 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）及び燃料プール代替注水系（可

搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ（A-1級）及び（A-2級）の

接続箇所は，重大事故等時の環境条件，自然現象，外部人為事象，溢水及び火

災の影響により接続できなくなることを防止するため，接続口をそれぞれ互い

に異なる複数の場所に設ける設計とする。 

6 号及び 7 号炉ともに，接続口から可搬型スプレイヘッダまで建屋内にホー

スを敷設してつながる「SFP 接続口」を原子炉建屋南側に 1 箇所設置し，接続

口から常設スプレイヘッダまで鋼製配管でつながる「SFP 接続口」を原子炉建

屋東側に 1箇所，原子炉建屋北側に 1箇所設置し，合計 3箇所設置することで

共通要因によって接続できなくなることを防止する設計とする。 

 

（54-3-7,10,54-7-4,5） 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他

の適切な措置を講じたものであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1 級）及び（A-2 級）の起動及びホースの接続作業は，仮に線量が高い場

合は線源からの離隔距離をとること，線量を測定し線量が低い位置に配置する

ことにより，これら設備の設置及び常設設備との接続が可能である。また，現

場での接続作業にあたっては，簡便な結合金具による接続方式により，確実に

速やかに接続が可能である。 

（54-3-2,11～14） 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1級）及び（A-2級）は，地震，津波その他の自然現象又は故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大

事故等対処設備の配置その他の条件を考慮し，燃料プール冷却浄化系ポンプ，

残留熱除去系ポンプと位置的分散を図り，発電所敷地内の高台（大湊側高台保

管場所及び荒浜側高台保管場所）に複数箇所に分散して保管する。 

（54-8-2） 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（常設スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポンプ

（A-1級）及び（A-2級）は，通常時は高台に保管しており，想定される重大事

故等が発生した場合においても，可搬型重大事故等対処設備の運搬及び移動に

支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保

する設計とする。（『可搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートに

ついて』参照） 

（54-9-2,3） 
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(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故等防止設備との多様性（設置許可基準

規則第 43条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）である可搬型代替注水ポン

プ（A-1級）及び（A-2 級）は，共通要因によって，設計基準事故対処設備の安

全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設重大事故防止

設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，燃料プール冷却浄化系ポンプ，残

留熱除去系ポンプと表 3.11-14で示すとおり位置的分散を図るとともに，可能

な限りの多様性を備えた設計とする。 

（54-3-2） 

  



3.11-39 

 

 
表

3.
11
-1
4 

多
様
性
又
は
多
重
性
，
位
置
的
分
散

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

燃
料
プ
ー
ル
代
替
注
水
系

 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
 

不
要
 

不
要
 

可
搬
型
代
替
注
水
ポ
ン
プ

 

(A
-1

級
)及

び
(A
-2

級
) 

屋
外
 

不
要
（
自
滑
水
）

 

代
替
淡
水
源
又
は
海
水

 

屋
外
 

エ
ン
ジ
ン

 

屋
外
 

可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ

 

設
計
基
準
対
象
施
設
 

残
留
熱
除
去
系
 

（
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
モ
ー
ド
）

 

使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
デ
ィ
フ
ュ
ー
ザ
 

不
要
 

不
要
（
内
包
油
）

 

残
留
熱
除
去
系
 

ポ
ン
プ
 

原
子
炉
建
屋
 
地
下

3
階
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

使
用
済
燃
料
 

プ
ー
ル
 

原
子
炉
建
屋
 

地
上

4
階
 

非
常
用
交
流
電
源
設
備
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
）
 

原
子
炉
建
屋
の
二
次
格
納
施
設
外

 
地
上

1
階
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系

 

計
装
用
圧
縮
空
気
系

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
ポ

ン
プ
 

原
子
炉
建
屋
 
地
上

2
階
 

6
号
炉
は
原
子
炉
補
機
冷
却

系
（
7
号
炉
は
不
要
）

 

項
目
 

注
水
端
 

駆
動
用
空
気
 

潤
滑
油
 

ポ
ン
プ
 

冷
却
水
 

水
源
 

駆
動
電
源
 

  



3.11-40 

 

3.11.2.3   燃料プール冷却浄化系 

3.11.2.3.1   設備概要 

燃料プール冷却浄化系は，重大事故等時に設計基準事故対処設備である原子

炉補機冷却系の復旧ができず，使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合に

おいても，代替原子炉補機冷却系を用いて，使用済燃料プール内に貯蔵する使

用済燃料から発生する崩壊熱を除熱することを目的として設ける系統である。 

本系統は，使用済燃料を直接冷却する冷却水が流れる一次系，一次系の冷却

水と熱交換後の熱を最終ヒートシンクとなる海水へ移送する代替原子炉補機冷

却系から構成される。 

本系統の一次系は，電動ポンプ及び熱交換器等から構成され，使用済燃料プ

ールからスキマせきを越えてスキマサージタンクに流出する冷却水を，電動ポ

ンプにより熱交換器へ送水することで冷却し，再び使用済燃料プールへ戻す循

環冷却ラインを形成する。 

代替原子炉補機冷却系は，熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユ

ニット用）等から構成され，熱交換器ユニットの淡水側において，一次系と熱

交換を行った系統水を熱交換器ユニットにより冷却及び送水し，再び一次系と

の熱交換を行う循環冷却ラインを形成し，熱交換器ユニットの海水側におい

て，大容量送水車（熱交換器ユニット用）により海水を取水し，熱交換器ユニ

ットに送水することで淡水側との熱交換を行い，熱交換後の系統水を海へ排水

する。ここで，熱交換器ユニットの淡水側は，ホースを熱交換器ユニットとタ

ービン建屋の接続口に接続することで流路を構成し，熱交換器ユニットの海水

側は，熱交換器ユニット，大容量送水車（熱交換器ユニット用）等をホースで

接続することで流路を構成する設計とする。 

なお，重大事故等時においては，設計基準事故対処設備に属する動的機器が

機能喪失していることを前提条件とすることから，全交流動力電源喪失時にお

いても，発電所構内の高台に設置した常設代替交流電源設備からの給電が可能

な設計とする。 

本系統の一次系となる燃料プール冷却浄化系の系統概要図を図3.11-7に，二

次系となる代替原子炉補機冷却系の系統概要図を図3.11-8に，本系統に属する

重大事故等対処設備一覧を表3.11-15に示す。 

（54-14-2～6） 
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図 3.11-7 燃料プール冷却浄化系 系統概要図 
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・電源設備については「3.14電源設備（設置許可基準規
則第57条に対する設計方針を示す章）」で示す。

・計装設備については「3.15計装設備（設置許可基準規
則第58条に対する設計方針を示す章）」で示す。

重大事故等対処設備
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図 3.11-8 代替原子炉補機冷却系 系統概要図  
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表 3.11-15 燃料プール冷却浄化系に関する重大事故等対処設備一覧 
設備区分 設備名 

主要設備 燃料プール冷却浄化系ポンプ【常設】 

燃料プール冷却浄化系 熱交換器【常設】 

熱交換器ユニット【可搬】 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）【可搬】 

附属設備 代替原子炉補機冷却海水ストレーナ【可搬】 

水源※1 使用済燃料プール【常設】 

 

流路 原子炉補機冷却系 配管・弁・サージタンク【常設】 

燃料プール冷却浄化系 配管・弁【常設】 

燃料プール冷却浄化系 スキマサージタンク【常設】 

燃料プール冷却浄化系 ディフューザ【常設】 

ホース【可搬】 

海水貯留堰 

スクリーン室 

取水路 

注水先 使用済燃料プール【常設】 

電源設備※2 

（燃料補給設備を含む。） 

常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】及び第二ガスタービン

発電機【常設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】及び第二

ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】及び

第二ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

燃料補給設備 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

計装設備※3 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）【常設】 

※1：水源については「3.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備（設置許

可基準規則第 56条に対する設計方針を示す章）」で示す。 

※2：単線結線図を補足説明資料 54-2に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対する設計

方針を示す章）」で示す。 

※3：主要設備を用いた使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷緩和，臨界防止及

び放射線の遮蔽対策を成功させるために把握することが必要な原子炉施設の

状態 

計装設備については「3.15計装設備（設置許可基準規則第 58条に対する設計

方針を示す章）」で示す。  
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3.11.2.3.2   主要設備の仕様 

 主要機器の仕様を以下に示す。 

 

（1）燃料プール冷却浄化系ポンプ 

  種類     ：うず巻形（6号炉），ターボ形（7号炉） 

   容量     ：250m3/h/台 

   全揚程    ：80m 

   最高使用圧力 ：1.56MPa[gage] 

   最高使用温度 ：66℃ 

   個数     ：1 （予備 1） 

   取付箇所   ：原子炉建屋 地上 2階 

   原動機出力  ：90kW（6号炉），110kW（7号炉） 

 

 

 （2）燃料プール冷却浄化系 熱交換器 

   個数      ：2  

   伝熱容量    ：約 1.9MW/基（海水温度 30℃において） 

        

 

 (3) 熱交換器ユニット（6号及び 7号炉共用） 

   容量  ：約 23 MW/式 

           （海水温度 30℃において） 

   伝熱面積    ：約      m2/式 

           ：約      m2/式 

   最高使用圧力 ：淡水側 1.37MPa[gage]／海水側 1.4MPa[gage]         

      最高使用温度 ：淡水側 70又は 90℃／海水側 80又は 50℃ 

       淡水側 70又は 90℃／海水側 80又は 40℃ 

   設置場所 ：屋外 

   保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

   個数  ：3※1 

1※1 （予備 1） 

   ※1 6号及び 7号炉の必要数はそれぞれ 2とする。 

 

   代替原子炉補機冷却水ポンプ 

   種類      ：うず巻形 

   容量  ：300 m3/h/台 

600 m3/h/台 

   揚程  ：75m 

   最高使用圧力  ：1.37MPa[gage] 

   最高使用温度  ：70℃ 

   原動機出力  ：110kW 

200kW 

   個数  ：2 

1 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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 (4) 大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6号及び 7号炉共用） 

   種類   ：うず巻形 

   容量   ：900m3/h/台 

   吐出圧力  ：1.25MPa[gage] 

   最高使用圧力  ：1.3MPa[gage] 

   最高使用温度  ：60℃ 

   個数   ：4※1（予備 1） 

      設置場所 ：屋外 

   保管場所  ：荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所 

   原動機の出力  ：    kW 

※1 6号及び 7号炉の必要数はそれぞれ 2とする。 

 

なお，電源設備については「3.14電源設備（設置許可基準規則第 57条に対する設

計方針を示す章）」，計装設備については「3.15計装設備（設置許可基準規則第 58条

に対する設計方針を示す章）」で示す。 

 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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3.11.2.3.3   設置許可基準規則第 43条への適合方針 

3.11.2.3.3.1   設置許可基準規則第 43条第 1項への適合方針 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器は，二次格納施設内に設置される

設備であることから，想定される重大事故等時における，二次格納施設内の環

境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，

表 3.11-16に示す設計とする。 

燃料プール冷却浄化系ポンプの操作は，中央制御室の操作スイッチから遠隔

操作可能な設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）は，屋外の荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所に保管し，重

大事故等時にタービン建屋の接続口付近の屋外に設置する設備であることか

ら，想定される重大事故等時における，屋外の環境条件及び荷重条件を考慮し，

その機能が有効に発揮することできるよう，以下の表 3.11-17 の設計とする。 

熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）の操作は，熱交

換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）に付属する操作スイッ

チにより，想定される重大事故等時において，設置場所から操作可能な設計と

する。風（台風）による荷重については，転倒しないことの確認を行っている

が，詳細評価により転倒する結果となった場合は，転倒防止措置を講じる。積

雪の影響については，適切に除雪する運用とする。また，降水及び凍結により

機能を損なわないよう防水対策を行うとともに，凍結対策を行う。更に，使用

時に海水を通水する熱交換器ユニット内の一部，及び大容量送水車（熱交換器

ユニット用）は，海水の影響を考慮した設計とし，ストレーナを設置すること

で異物の流入を防止する設計とする。 

（54-3-17～36） 
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表 3.11-16 燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器において想定する環

境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内で想定される温度，圧力，湿度及び放射

線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受

けない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

 

表 3.11-17 熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）において想

定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放射

線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件に耐え

られる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対

策及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する系統へ

の影響 

使用時に海水を通水する機器については海水の影響を考

慮した設計とする。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷し

ないことを確認し，治具や輪留め等を用いた転倒防止対策

を行う。 

風（台風）・積雪 屋外で風荷重，積雪荷重を考慮しても機器が損傷しないこ

とを評価により確認する。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプの起動は，中央制御室において，操作盤上での

操作が可能な設計とする。また，系統構成に必要な弁操作は，中央制御室での

操作が可能な設計とする。中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運

転員のアクセス性，操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，操作

対象については銘板をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を

考慮して確実に操作できる設計とする。 

    燃料プール冷却浄化系ポンプの操作は，中央制御室の操作スイッチから遠隔

操作可能な設計とする。 

代替原子炉補機冷系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニッ

ト用）は，タービン建屋外部に設置している接続口まで車両による運搬が可能

な設計とする。また，設置場所であるタービン建屋脇にて輪留めによる固定等

が可能な設計とする。ホースの接続作業にあたっては，特殊な工具，及び技量

は必要とせず，簡便な結合金具による接続方式及びフランジ接続方式並びに一

般的な工具を使用することにより，確実に接続が可能な設計とする。 

また，付属の操作盤により設置場所であるタービン建屋脇において熱交換器

ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニット用）の操作を行う。操作盤の操

作スイッチを操作するにあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分

な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板をつけることで識別可

能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

その他操作が必要な電動弁である燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器第一入

口弁，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器第二入口弁，燃料プール冷却浄化系ろ

過脱塩器出口弁，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器バイパス弁(A 又は B)，残

留熱除去系熱交換器（A又は B）冷却水出口弁，常用冷却水供給側分離弁（A又

は B），常用冷却水戻り側分離弁（A 又は B）については，中央制御室でのスイ

ッチ操作より，遠隔で弁を開閉することが可能な設計とする。中央制御室の操

作スイッチを操作するにあたり，運転員のアクセス性，操作性を考慮して十分

な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板をつけることで識別可

能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確実に操作できる設計とする。 

表 3.11-18に操作対象機器の操作場所を示す。 

（54-3-17～36） 
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表 3.11-18 操作対象機器 
機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

燃料プール冷却浄化系ポンプ(A) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ポンプ(B) 起動・停止 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

第一入口弁 

弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

第二入口弁 

弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

出口弁 

弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

バイパス弁(A) 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

バイパス弁(B) 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

燃料プール冷却浄化系熱交換器

(A)出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

燃料プール冷却浄化系熱交換器

(B)出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

熱交換器ユニット 起動・停止 タービン建屋脇 スイッチ操作 

代替原子炉補機冷却水ポンプ 起動・停止 タービン建屋脇 スイッチ操作 

大容量送水車（熱交換器ユニット

用） 

起動・停止 タービン建屋脇 スイッチ操作 

熱交換器ユニット流量調整弁 弁閉→弁開 熱交換器ユニット内 手動操作 

代替冷却水供給止め弁(A) 弁閉→弁開 タービン建屋地上 1階 手動操作 

代替冷却水戻り止め弁(A) 弁閉→弁開 タービン建屋地上 1階 手動操作 

残留熱除去系熱交換器(A) 

冷却水出口弁 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

常用冷却水供給側分離弁(A) 

 

弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

常用冷却水戻り側分離弁(A) 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

可燃性ガス濃度制御系室空調機

(A)出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地上 1階 手動操作 

格納容器雰囲気モニタラック(A)

出口弁 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上中 3階 

（6号炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

手動操作 

格納容器内雰囲気モニタ系(A)室

空調機冷却水出口弁（6号炉の

み） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上中 3階 手動操作 

燃料プール冷却浄化系ポンプ室空

調機(A)出口弁 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

燃料プール冷却浄化系熱交換器

(A)出口弁 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

（次頁に続く） 
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機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

燃料プール冷却浄化系ポンプ (A)

軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

非常用ガス処理系室空調機(A)出

口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地上 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ室空調機(A)

出口弁 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ(A)冷却水出

口弁 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ(A)メカニカ

ルシール冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

サプレッションプール浄化系ポン

プ室空調機出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

サプレッションプール浄化系ポン

プ軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室空調

機出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

原子炉補機冷却水系ポンプ(A) 

吸込弁 

弁開→弁閉 タービン建屋地下 1階 手動操作 

原子炉補機冷却水系ポンプ(D) 

吸込弁 

弁開→弁閉 タービン建屋地下 1階 手動操作 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(A)冷却水温度調節弁後弁 

弁開→弁閉 コントロール建屋 

地下 2階 

手動操作 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(C)冷却水温度調節弁後弁 

弁開→弁閉 コントロール建屋 

地下 2階 

手動操作 

原子炉補機冷却海水ポンプ(A) 

電動機軸受出口弁（7号炉のみ） 

弁開→弁閉 タービン建屋地下 1階 手動操作 

原子炉補機冷却海水ポンプ(D) 

電動機軸受出口弁（7号炉のみ） 

弁開→弁閉 タービン建屋地下 1階 手動操作 

サージタンク(A)換気空調補機 

非常用冷却水系側出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地上 4階

（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階

（7号炉） 

手動操作 

代替冷却水供給第二止め弁(B) 弁閉→弁開 タービン建屋 

地上 1階 

手動操作 

代替冷却水戻り第二止め弁(B) 弁閉→弁開 タービン建屋 

地上 1階 

手動操作 

残留熱除去系熱交換器(B)冷却水

出口弁 

弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

常用冷却水供給側分離弁(B) 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

常用冷却水戻り側分離弁(B) 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

 

 

   

（次頁に続く） 
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機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

可燃性ガス濃度制御系室空調機

(B)出口弁 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 1階

（6号炉） 

原子炉建屋地上 1階

（7号炉） 

手動操作 

格納容器内雰囲気モニタ系 

ラック(B)出口弁 
弁開→弁調整開 

原子炉建屋地上 3階（6

号炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

手動操作 

燃料プール冷却浄化系ポンプ室 

空調機(B)出口弁 
弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

燃料プール冷却浄化系熱交換器

(B)出口弁 
弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

燃料プール冷却浄化系ポンプ (B)

軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 2階 手動操作 

非常用ガス処理系室空調機(B) 

出口弁 
弁開→弁閉 原子炉建屋地上 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ室空調機(B) 

出口弁 
弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

高圧炉心注水系ポンプ(B)冷却器 

冷却水出口弁 
弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

高圧炉心注水系ポンプ室空調機(B)

出口弁 
弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

原子炉補機冷却水系ポンプ(B)吸

込弁 

弁開→弁閉 タービン建屋 

地下 1階 

手動操作 

原子炉補機冷却水系ポンプ(E)吸

込弁 

弁開→弁閉 タービン建屋 

地下 1階 

手動操作 

原子炉補機冷却海水ポンプ(B)電

動機軸受出口弁 

弁開→弁閉 タービン建屋 

地下 1階 

手動操作 

原子炉補機冷却海水ポンプ(E)電

動機軸受出口弁 

弁開→弁閉 タービン建屋 

地下 1階 

手動操作 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(B)冷却水温度調節弁後弁 

弁開→弁閉 コントロール建屋 

地下 2階 

手動操作 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(D)冷却水温度調節弁後弁 

弁開→弁閉 コントロール建屋 

地下 2階 

手動操作 

格納容器内雰囲気モニタ系(B)室 

空調機冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地上 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ(B) 

モータ軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

残留熱除去系ポンプ(B)冷却水出

口弁 
弁開→弁調整開 原子炉建屋地下 3階 

手動操作 

（次頁に続く） 
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機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

高圧炉心注水系ポンプ(B) 

メカニカルシール冷却器 

冷却水出口弁（6号炉のみ） 

弁開→弁閉 原子炉建屋地下 3階 手動操作 

サージタンク(B)換気空調補機非

常用冷却水系側出口弁 
弁開→弁閉 

原子炉建屋地上 4階 

（6号炉） 

原子炉建屋地上 2階 

（7号炉） 

手動操作 

ホース ホース接続 屋外 人力接続 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系は，表 3.11-19に示すように発電用原子炉の運転中に

機能・性能試験と弁動作試験を，発電用原子炉の停止中に機能・性能試験と分

解検査，外観検査が可能な設計とする。 

燃料プール冷却浄化系ポンプは，発電用原子炉の停止中にケーシングカバー

を取り外して，ポンプ部品（主軸，軸受，羽根車等）の状態を確認する分解検

査が可能な設計とする。 

燃料プール冷却浄化系熱交換器は，発電用原子炉の停止中の試験・検査とし

て，鏡板を取り外すことで内部構成部品の状態を試験及び目視により確認する

分解検査が可能な設計とする。 

また，発電用原子炉の運転中及び停止中に，使用済燃料プールを水源とし，

燃料プール冷却浄化系ポンプを起動させ，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器第

一入口弁，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器第二入口弁，燃料プール冷却浄化

系ろ過脱塩器出口弁，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器バイパス弁(A)又は燃

料プール冷却浄化系ろ過脱塩器バイパス弁(B)を操作することで，燃料プール

冷却浄化系ろ過脱塩器をバイパスした状態で，重大事故等対処設備として燃料

プール冷却浄化系の機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。 

（54-5-6～9） 

表 3.11-19 燃料プール冷却浄化系の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 
項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

分解検査 
ポンプ及び熱交換器内部構成部品部品の

表面状態を，試験及び目視により確認 

外観検査 ポンプ及び熱交換器外観の確認 
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代替原子炉補機冷却系は，表 3.11-20に示すように発電用原子炉の停止中に，

各機器の機能・性能検査，弁動作試験，分解検査及び外観検査が可能であり，

発電用原子炉の運転中には弁動作試験が可能な設計とする。 

発電用原子炉の運転中又は停止中に車両としての運転状態の確認が可能な

設計とする。 

発電用原子炉の停止中の試験・検査として，熱交換器ユニットのうち，熱交

換器はフレームを取り外すことでプレート式熱交換器の状態を試験及び目視

により確認する分解検査又は取替が可能な設計とする。代替原子炉補機冷却水

ポンプは，ケーシングカバーを取り外して，ポンプ部品（主軸，軸受，羽根車

等）の状態を試験及び目視により確認する分解検査又は取替が可能な設計とす

る。大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，ケーシングを取り外すことでポ

ンプ部品（主軸，軸受，羽根車等）の状態を試験及び目視により確認する分解

検査又は取替が可能な設計とする。 

運転性能の確認として，熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）の流量，系統（ポンプ廻り）の振動，異音，異臭及び漏えいの確認を

行うことが可能な設計とする。 

発電用原子炉の運転中の試験・検査として，系統を構成する弁は，単体で機

能性能試験が可能な設計とする。 

ホースの外観検査として，機能・性能に影響を及ぼすおそれのある亀裂，腐

食等がないことの確認を行うことが可能な設計とする。 

（54-5-11～14） 

 

表 3.11-20 代替原子炉補機冷却系の試験及び検査 

発電用原子炉

の状態 
項目 内容 

運転中 
弁動作試験 弁開閉動作の確認 

車両検査 車両としての運転状態の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 

熱交換器及びポンプ部品の表面状態

を，試験及び目視により確認 

又は取替 

外観検査 
熱交換器，ポンプ及びホース外観の確

認 

車両検査 車両としての運転状態の確認 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器は，本来の用途以外の用途とし

て重大事故等に対処するために使用しない。 

ただし，重大事故等時においては，燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器に通

水しないことから，中央制御室のスイッチ操作により，燃料プール冷却浄化

系ろ過脱塩器第一入口弁及び燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器第二入口弁，

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器出口弁を閉操作し，燃料プール冷却浄化系

ろ過脱塩器バイパス弁(A)又は燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器バイパス弁

(B)を開操作することで，速やかに燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器のバイパ

スラインに切り替えられる設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユ

ニット用）は，本来の用途以外の用途には使用しない。なお，原子炉補機冷却

系から代替原子炉補機冷却系に切り替えるために必要な操作弁については，

原子炉補機冷却系ポンプ吸込弁を閉操作し，代替原子炉補機冷却系熱交換器

ユニットの接続ラインの代替冷却水供給止め弁及び代替冷却水戻り止め弁，

熱交換器ユニット流量調整弁を開操作することで速やかに切り替えられる設

計とする。なお，これら弁については中央制御室での操作スイッチによる操

作とともに，現場での手動ハンドル操作も可能な設計とし，容易に操作可能

とする。 

これにより図 3.11-9 で示すタイムチャートのとおり速やかに切り替えが

可能である。 

 

 

 
図 3.11-9 燃料プール冷却浄化系のタイムチャート※ 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1．11 で示すタイムチャート（代替原子炉補機冷却系については代替

循環冷却系使用時における原子炉補機冷却系による補機冷却水供給と同様の手順となることから 1.5 で示すタイムチャー

トを示す） 

  

除熱開始

通信手段確保・電源確認

系統構成

移動・系統構成

現場運転員　Ｅ，Ｆ 2
移動・電源確保

現場運転員　C，D 2

燃料プール冷却浄化系復旧による使

用済燃料プール除熱

中央制御室運転員A，B 2

手順の項目 要員（数）

経過時間（分）
備考10 20 30 40 50 60 70 80

使用済燃料プール除熱開始 45分

　　　　　　　　　　　　通信手段確保，系統構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動，電源確保

系統構成

大容量送水車（熱交換器ユニット用），熱交換器ユニット他移動

　主配管（可搬型）等の接続

　補機冷却水の供給，流量調整
13

経過時間（時間）
備考

手順の項目 要員（数）

代替原子炉補機冷却系による

補機冷却水確保

中央制御室運転員Ａ，Ｂ 2

現場運転員Ｃ，Ｄ 2

緊急時対策要員

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

代替原子炉補機冷却系による補機冷却水確保 9時間
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器は，設計基準対象施設として使用

する場合と同じ系統構成で使用可能な設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニットと大容量送水車（熱交換器ユニッ

ト用）は，通常時は代替冷却水供給止め弁及び代替冷却水戻り止め弁を表 3.11-

21 で示す通り閉運用しておくことで，接続先の系統と分離された状態で保管

する。 

代替原子炉補機冷却系を用いる場合は，弁操作によって，通常時の系統構成

から重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

また，系統運転時には原子炉補機冷却系と代替原子炉補機冷却系を同時に使

用しない運用とすることで，相互の機能に悪影響を及ぼさない構成とする。 

（54-4-6,7） 

 

   表 3.11-21 他系統との隔離弁 
取合系統 系統隔離弁 駆動方式 動作 

原子炉補機冷却系 代替冷却水供給止め弁 手動 通常時閉 

代替冷却水戻り止め弁 手動 通常時閉 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系及び代替原子炉補機冷却系の系統構成に必要な機器

の設置場所を表 3.11-22に示す。これらは全て炉心損傷前の操作となり，想定

される事故時における放射線量は高くなる恐れが少ないため操作が可能であ

る。なお、屋外にホースを設置する場合は，放射線量を確認して，適切な放射

線対策に基づき作業安全を確保した上で作業を実施する。 

また，燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器は，原子炉建屋内に設置さ

れている設備であるが，中央制御室から操作可能な設計とすることにより，放

射線による影響はない。 

（54-3-15～36） 
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表 3.11-22 操作対象機器設置場所 
機器名称 設置場所 操作場所 

燃料プール冷却浄化系ポンプ(A) 原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ポンプ(B) 原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

第一入口弁 

原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

第二入口弁 

原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

出口弁 

原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

バイパス弁(A) 

原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系ろ過脱塩器

バイパス弁(B) 

原子炉建屋地上 2階 中央制御室 

燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)

出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)

出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

熱交換器ユニット タービン建屋脇 タービン建屋脇 

代替原子炉補機冷却水ポンプ タービン建屋脇 タービン建屋脇 

大容量送水車（熱交換器ユニット

用） 

タービン建屋脇 タービン建屋脇 

熱交換器ユニット流量調整弁 熱交換器ユニット内 熱交換器ユニット内 

代替冷却水供給止め弁(A) タービン建屋地上 1階 タービン建屋地上 1階 

代替冷却水戻り止め弁(A) タービン建屋地上 1階 タービン建屋地上 1階 

残留熱除去系熱交換器(A) 

冷却水出口弁 

原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

常用冷却水供給側分離弁(A) 原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

常用冷却水戻り側分離弁(A) 原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

可燃性ガス濃度制御系室空調機(A)

出口弁 

原子炉建屋地上 1階 原子炉建屋地上 1階 

格納容器雰囲気モニタラック(A)出

口弁 

原子炉建屋地上中 3階 

（6号炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

原子炉建屋地上中 3階 

（6号炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

格納容器内雰囲気モニタ系(A)室 

空調機冷却水出口弁（6号炉のみ） 

原子炉建屋地上中 3階 原子炉建屋地上中 3階 

燃料プール冷却浄化系ポンプ室空

調機(A)出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

燃料プール冷却浄化系熱交換器(A)

出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

燃料プール冷却浄化系ポンプ (A) 

軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

（次頁へ続く） 
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機器名称 設置場所 操作場所 

非常用ガス処理系室空調機(A)出口

弁 

原子炉建屋地上 3階 原子炉建屋地上 3階 

残留熱除去系ポンプ室空調機(A) 

出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

残留熱除去系ポンプ(A)冷却水 

出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

残留熱除去系ポンプ(A)メカニカル

シール冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

サプレッションプール浄化系 

ポンプ室空調機出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

サプレッションプール浄化系 

ポンプ軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室 

空調機出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

原子炉補機冷却水系ポンプ(A) 

吸込弁 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

原子炉補機冷却水系ポンプ(D) 

吸込弁 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

換気空調補機非常用冷却水系 

冷凍機(A)冷却水温度調節弁後弁 

コントロール建屋 

地下 2階 

コントロール建屋 

地下 2階 

換気空調補機非常用冷却水系 

冷凍機(C)冷却水温度調節弁後弁 

コントロール建屋 

地下 2階 

コントロール建屋 

地下 2階 

原子炉補機冷却海水ポンプ(A) 

電動機軸受出口弁（7号炉のみ） 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

原子炉補機冷却海水ポンプ(D) 

電動機軸受出口弁 

（7号炉のみ） 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

サージタンク(A)換気空調補機 

非常用冷却水系側出口弁 

原子炉建屋地上 4階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 2階（7

号炉） 

原子炉建屋地上 4階（6号

炉） 

原子炉建屋地上 2階（7号

炉） 

代替冷却水供給第二止め弁(B) タービン建屋地上 1階 タービン建屋地上 1階 

代替冷却水戻り第二止め弁(B) タービン建屋地上 1階 タービン建屋地上 1階 

残留熱除去系熱交換器(B)冷却水出

口弁 

原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

常用冷却水供給側分離弁(B) 原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

常用冷却水戻り側分離弁(B) 原子炉建屋地下 2階 中央制御室 

可燃性ガス濃度制御系室空調機(B)

出口弁 

原子炉建屋地下 1階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 1 階（7

号炉） 

原子炉建屋地下 1階（6号

炉） 

原子炉建屋地上 1 階（7 号

炉） 

（次頁へ続く） 



3.11-58 

 

機器名称 設置場所 操作場所 

格納容器内雰囲気モニタ系ラック

(B)出口弁 

原子炉建屋地上 3階（6

号炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

原子炉建屋地上 3階（6号

炉） 

原子炉建屋地上中 4階 

（7号炉） 

燃料プール冷却浄化系ポンプ室 

空調機(B)出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

燃料プール冷却浄化系熱交換器(B)

出口弁 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

燃料プール冷却浄化系ポンプ (B) 

軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地上 2階 原子炉建屋地上 2階 

非常用ガス処理系室空調機(B) 

出口弁 

原子炉建屋地上 3階 原子炉建屋地上 3階 

残留熱除去系ポンプ室空調機(B) 

出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

高圧炉心注水系ポンプ(B)冷却器 

冷却水出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

高圧炉心注水系ポンプ室空調機(B)

出口弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

原子炉補機冷却水系ポンプ(B)吸込

弁 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

原子炉補機冷却水系ポンプ(E)吸込

弁 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

原子炉補機冷却海水ポンプ(B)電動

機軸受出口弁（7号炉のみ） 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

原子炉補機冷却海水ポンプ(E)電動

機軸受出口弁（7号炉のみ） 

タービン建屋地下 1階 タービン建屋地下 1階 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(B)冷却水温度調節弁後弁 

コントロール建屋地下

2階 

コントロール建屋地下 2階 

換気空調補機非常用冷却水系冷凍

機(D)冷却水温度調節弁後弁 

コントロール建屋地下

2階 

コントロール建屋地下 2階 

格納容器内雰囲気モニタ系(B)室 

空調機冷却水出口弁（6号炉のみ） 

原子炉建屋地上 3階 原子炉建屋地上 3階 

残留熱除去系ポンプ(B)モータ 

軸受冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

残留熱除去系ポンプ(B)冷却水出口

弁 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

高圧炉心注水系ポンプ(B)メカニカ

ルシール冷却器冷却水出口弁 

（6号炉のみ） 

原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋地下 3階 

サージタンク(B)換気空調補機 

非常用冷却水系側出口弁 

原子炉建屋地上 4階（6

号炉） 

原子炉建屋地上 2 階（7

号炉） 

原子炉建屋地上 4階（6号

炉） 

原子炉建屋地上 2 階（7 号

炉） 

ホース 屋外 屋外 
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3.11.2.3.3.2   設置許可基準規則第 43条第 2項への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系熱交換器は，設計基準対象施設が有する使用済燃料

プールの除熱機能が喪失した場合においても，代替原子炉補機冷却系の熱交

換器ユニットから供給される冷却水を通水することにより，使用済燃料プー

ルに保管されている燃料の崩壊熱を除去できる設計とする。この場合，燃料

プール浄化系はポンプ1台で運転し，熱交換器１基に冷却水を通水することで

除熱を行う設計とする。設計熱交換量は使用済燃料プール水温が52℃の場合

において約1.9MWであるが，重大事故等対処設備として使用する場合における

熱交換量は，使用済燃料プール水温が約77℃の場合において約2.6MWである。 

使用済燃料プールに保管されている燃料が有する崩壊熱量は，有効性評価

のシナリオにおいて想定しているものと同様に，保管期間が最も短いもので

原子炉からの取り出し後70日が経過した燃料が存在する場合の崩壊熱量であ

る約2.6MWとする。 

崩壊熱量は，時間の経過により漸減していくことから，燃料プール冷却浄

化系熱交換器は，重大事故時において使用済燃料プールに保管されている燃

料の崩壊熱を除去できる容量を有している。 

(54-6-31～37) 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

  

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器は，二以上の発電用原子炉施設に

おいて共用しない設計とする。 

(54-6-15～16) 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの
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であること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

燃料プール冷却浄化系のポンプ及び熱交換器は，設計基準事故対処設備であ

る残留熱除去系（最大熱負荷運転モード）のポンプ及び熱交換器に対して多重

性又は多様性，位置的分散を図る設計としている。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器の多様性又は多重性，位置的分散

について，表 3.11-23に示す。 

 

表 3.11-23 燃料プール冷却浄化系ポンプ及び熱交換器の多様性又は多重

性，位置的分散 

項目 設計基準事故対処設備 重大事故対処設備 

ポンプ 残留熱除去系ポンプ 

(A)(B)(C) 

燃料プール冷却浄化系ポンプ

(A)(B) 

設置場所 原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋 2階 

熱交換器 残留熱除去系熱交換器 

(A)(B)(C) 

燃料プール冷却浄化系熱交換器

(A)(B) 

設置場所 原子炉建屋地下 3階 原子炉建屋 2階 

駆動方式 非常用交流電源設備 

（非常用ディーゼル発電機） 
常設代替交流電源設備 

（第一ガスタービン発電機及び第

二ガスタービン発電機） 

 

 

代替原子炉補機冷却系の常設部である熱交換器ユニット接続口から原子炉補

機冷却系に繋がるまでの弁及び配管は，共通要因によって設計基準事故対処設

備である原子炉補機冷却系と同時に機能が損なわれることを防止するために，

可搬型重大事故等対処設備として熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換

器ユニット用）を設置し，その多重性又は多様性，位置的分散については「(7) 

設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準規

則第 43条第 3項七）」の適合性で示す。 
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3.11.2.3.3.3   設置許可基準規則第 43条第 3項への適合方針 

 

 (1) 容量（設置許可基準規則第 43条第 3項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量

を有するものであること。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

代替原子炉補機冷系の可搬設備である熱交換器ユニットと大容量送水車

（熱交換器ユニット用）は，原子炉補機冷却系の復旧ができず，使用済燃料

プールの冷却機能が喪失した場合にあって，燃料プール冷却浄化系ポンプが

起動可能な状況において，燃料プール冷却浄化系熱交換器の冷却水として，

使用済燃料プール内に貯蔵する使用済燃料から発生する崩壊熱を除去するた

めに必要な除熱量とポンプ流量を有する設計とする。 

熱交換器ユニットの容量は，熱交換容量約 23MWとして設計し，代替原子炉

補機冷却系を使用する有効性評価「崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失）」の

シナリオで事故発生 20 時間後に代替原子炉補機冷却系を用いた燃料プール

冷却浄化系の運転により冷却効果を確保可能な設計とする。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の容量は，流量 900m3/h として設計

し，代替原子炉補機冷却系を使用する有効性評価「崩壊熱除去機能喪失（取

水機能喪失）」のシナリオで，事故発生 20 時間後に代替原子炉補機冷却系を

用いた燃料プール冷却浄化系の運転により冷却効果を確保可能な設計とする。 

また，熱交換器ユニットは 1 セット 1 式使用する。保有数は 1 プラントあ

たり 2 セット 2 式で 6 号及び 7 号炉共用で 4 セット 4 式と，故障時のバック

アップ及び保守点検による待機除外時のバックアップとして１式（共用）の

合計 5式を分散して保管する。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は 1 セット 1 台として使用する。保

有数は 1 プラントあたり 1 セット 1 台で 6 号及び 7 号炉共用で 4 セット 4 台

と，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバックアップと

して１台（共用）の合計 5台を分散して保管する。 

(54-6-31～45, 54-8-7) 

 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43条第 3項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原

子炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続する

ものにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，

二以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接

続部の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 
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(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニットを接続するためのホースは，タ

ービン建屋側の接続口と口径を統一し，かつフランジ構造とすることで，常

設設備と確実に接続ができる設計とする。また，6号及び 7号炉が相互に使用

することができるよう，それぞれの熱交換器ユニット及びホースは，6号及び

7号炉に接続可能な設計とする。 

また，代替原子炉補機冷系の大容量送水車（熱交換器ユニット用）を接続す

るためのホースは，熱交換器ユニットの接続口と口径を統一しかつ簡便な接

続方式である結合金具による接続とすることで，確実に接続ができる設計と

する。また，6号及び 7号炉が相互に使用することができるよう，それぞれの

大容量送水車（熱交換器ユニット用）は，6 号及び 7号炉の熱交換器ユニット

に接続可能な設計とする。 

(54-7-6) 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することがで

きなくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建屋の

外から水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異な

る複数の場所に設けるものであること。 

 

(ⅱ)適合性 

 基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示

す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニットの接続箇所である接続口は，重

大事故等時の環境条件，自然現象，外部人為事象，溢水及び火災の影響によ

り接続できなくなることを防止するため，接続口をそれぞれ互いに異なる位

置的分散された複数の場所に設ける設計とする。具体的には原子炉補機冷却

系 A 系に接続する接続口と，原子炉補機冷却系 B 系に接続する接続口をそれ

ぞれ設けることとし，6号炉についてはタービン建屋北側屋外に 1箇所，ター

ビン建屋西側屋外に 1箇所，7号炉については，タービン建屋西側屋外に 1箇

所，タービン建屋南側屋外に 1箇所設置し，位置的分散を図っている。 

(54-7-6) 

 

 (4) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線

量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置そ

の他の適切な措置を講じたものであること。 
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(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユ

ニット用）は，炉心損傷前の状況で屋外に設置する設備であり，想定される

重大事故等が発生した場合における放射線を考慮しても，線源からの離隔距

離をとることにより，これら設備の設置及び常設設備との接続が可能な設計

とする。また，現場での接続作業にあたって，簡便な結合金具による接続方

式及びフランジ接続方式により，確実に速やかに接続が可能な設計とする。 

(54-7-6) 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置

その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保

管すること。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示

す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユ

ニット用）は，地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備の配置その他の条件を考慮し，原子炉補機冷却系中間ループ循環ポン

プ及び格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系と位置的分散を図り，

発電所敷地内の高台にある荒浜側高台保管場所及び大湊側高台保管場所の複

数箇所に分散して保管する。 

(54-8-7) 

 

(6) アクセスルートの確保（許可基準規則第 43条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設

備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び

通路が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユ

ニット用）は，通常時は高台に保管しており，想定される重大事故等が発生

した場合においても，可搬型重大事故等対処設備の運搬，移動に支障をきた

すことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する。（『可
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搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートについて』参照） 

(54-9-2) 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基

準規則第 43条第 3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

 

(ⅱ)適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用）は，共通要因によって設計基準事故対処設備としての使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故

に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却系ポンプと表 3.11-24で示す

とおり多様性，位置的分散を図る設計とする。 

 

表 3.11-24 代替原子炉補機冷却系の多様性又は独立性，位置的分散 

項目 

設計基準事故 

対処設備 
重大事故等対処設備 

原子炉補機冷却系 代替原子炉補機冷却系 

ポンプ 

（淡水） 

原子炉補機冷却系 

中間ループ循環ポンプ 

熱交換器ユニット 

（代替原子炉補機冷却水ポンプ） 

設置場所 タービン建屋 屋外 

ポンプ 

（海水） 

原子炉補機冷却系海水ポンプ 大容量送水車 

（熱交換器ユニット用） 

設置場所 タービン建屋 屋外 

熱交換器 原子炉補機冷却系熱交換器 熱交換器ユニット 

（熱交換器） 

設置場所 タービン建屋 屋外 

最終ヒート

シンク 

海水 海水 

駆動方式 非常用交流電源設備 

(非常用ディーゼル発電機) 

可搬型代替交流電源設備 

（電源車） 

設置場所 原子炉建屋 屋外 
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3.11.2.4   使用済燃料プールの監視設備 

3.11.2.4.1   設備概要 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，重大事

故等時に変動する可能性のある範囲にわたり監視することを目的として設置する。

また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，重大事故等時の使用済燃料プールの状

態を監視するために設置する。なお，代替電源設備からの給電を可能とし，中央制

御室で監視可能な設計とする。 

使用済燃料プール監視設備に関する重大事故等対処設備一覧を表 3.11-25に，系

統概要図を図 3.11-10,11に示す。 

 

表 3.11-25 使用済燃料プール監視設備に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）【常設】 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ【常設】 

（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置【常設】を含む） 

附属設備 － 

水源 － 

流路 － 

注水先 － 

電源設備※1 常設代替交流電源設備 

第一ガスタービン発電機【常設】及び第二ガスタービン発電機【常

設】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（16kL）【可搬】 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク【常設】及び第二ガスター

ビン発電機用燃料タンク【常設】 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】及び第二ガスタ

ービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

所内蓄電式直流電源設備 

直流 125V蓄電池 A【常設】 

直流 125V蓄電池 A-2【常設】 

AM用直流 125V蓄電池【常設】 

直流 125V充電器 A【常設】 

直流 125V充電器 A-2【常設】 

AM用直流 125V充電器【常設】 
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設備区分 設備名 

可搬型直流電源設備 

電源車【可搬】 

軽油タンク【常設】 

タンクローリ（4kL）【可搬】 

AM用直流 125V充電器【常設】 

上記所内蓄電式直流電源設備への給電のための設備として以下の設

備を使用する。 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

計装設備 － 

※1：単線結線図を補足説明資料 54-2に示す。 

電源設備については「3.14電源設備（設置許可基準規則第 57条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 
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図 3.11-10 6号炉 使用済燃料プール監視設備の全体系統図 

 

 
図 3.11-11 7号炉 使用済燃料プール監視設備の全体系統図 

  

使用済燃料貯蔵プール
水位・温度（SA広域）

使用済燃料貯蔵プール
水位・温度（SA)

使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ

使用済燃料貯蔵プール

放射線モニタ

使用済燃料貯蔵プール監視
カメラ用空冷装置

使用済燃料プール

使用済燃料ラック

高
レ
ン
ジ

低
レ
ン
ジ

冷
却
器

コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー

指示計

中央制御室原子炉建屋

指示計

指示計

表示

信号系

冷却空気

凡例

使用済燃料貯蔵プール
水位・温度（SA広域）

使用済燃料貯蔵プール
水位・温度（SA)

使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ

使用済燃料貯蔵プール

放射線モニタ

使用済燃料貯蔵プール監視
カメラ用空冷装置

使用済燃料プール

使用済燃料ラック

高
レ
ン
ジ

低
レ
ン
ジ

冷
却
器

コ
ン
プ
レ
ッ
サ
ー

指示計

中央制御室原子炉建屋

指示計

指示計

表示

信号系

冷却空気

凡例

・電源設備については「3.14 電源設備

(設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

・電源設備については「3.14 電源設備

(設置許可基準規則第 57 条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 
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3.11.2.4.2   主要設備の仕様 

設備の主要機器仕様を表 3.11-26に示す。 

 

表 3.11-26 使用済燃料プール監視設備の主要機器仕様 
名 称 種 類 計 測 範 囲   個 数   取 付 個 所 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度(SA広域) 
熱電対 

6号炉：T.M.S.L. 20180～

31170mm 

7号炉： T.M.S.L.20180～ 

31123mm 

6号炉：1 

（検出点 14箇所） 

7号炉：1 

（検出点 14箇所） 

原子炉建屋 

地上 4階 

6号炉：0～150℃ 

7号炉：0～150℃ 

使用済燃料貯蔵プール 

水位・温度(SA) 
熱電対 

6号炉： T.M.S.L.23420～ 

30420mm 

7号炉： T.M.S.L.23373～ 

30373mm 

6号炉：1 

（検出点 8箇所） 

7号炉：1 

（検出点 8箇所） 

原子炉建屋 

地上 4階 

6号炉：0～150℃ 

7号炉：0～150℃ 

使用済燃料貯蔵プール放射

線モニタ（高レンジ） 
電離箱 

6号炉：101～108mSv/h 

7号炉：101～108mSv/h 

6号炉：1 

7号炉：1 

原子炉建屋 

地上 4階 

使用済燃料貯蔵プール放射

線モニタ（低レンジ） 
電離箱 

6号炉：10-2～105mSv/h 

7号炉：10-3～104mSv/h 

6号炉：1 

7号炉：1 

原子炉建屋 

地上 4階 

使用済燃料貯蔵プール 

監視カメラ 

(使用済燃料貯蔵プール監視

カメラ用空冷装置を含む) 

赤外線 

カメラ 
- 

6号炉：1 

7号炉：1 

原子炉建屋 

地上 4階 

※使用済燃料ラック上端（6号炉：T.M.S.L. 24420mm，7号炉：T.M.S.L. 24373mm） 

   使用済燃料ラック底部（6号炉：T.M.S.L. 19880mm，7号炉：T.M.S.L. 19880mm） 

 

なお，電源設備については「3.14電源設備（設置許可基準規則第 57条に対する設

計方針を示す章）」で示す。 

 

3.11.2.4.3   設置許可基準規則第 43条第 1項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使

用済燃料貯蔵プール監視カメラは，二次格納施設内に設置している設備である

ことから，想定される重大事故等時における二次格納施設内の環境条件を考慮

し，以下の表 3.11-27に示す。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置は，6号炉，7号炉ともに原子炉

建屋の二次格納施設外に設置している設備であることから，想定される重大事
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故等時における原子炉建屋の二次格納施設外の環境条件を考慮し，以下の表

3.11-27に示す。 

 

表 3.11-27 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放

射線 

二次格納施設内又は原子炉建屋の二次格納施設外で想定さ

れる温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能

を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する系統へ

の影響 

海水を通水することはない。 

地震 適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損傷しな

いことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す）。 

風（台風）・積雪 二次格納施設内又は原子炉建屋の二次格納施設外に設置す

るため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 重大事故等が発生した場合においても，電磁波によりその

機能が損なわれない設計とする。 

 

（54-3-37,38） 

 

(2) 操作性（設置許可基準規則第 43条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使

用済燃料貯蔵プール監視カメラは，想定される重大事故等が発生した場合にお

いて中央制御室にて監視できる設計であり現場・中央制御室における操作は発

生しない。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，想定される重大事故等が発生した場合

において中央制御室にて監視できる設計であるため現場及び中央制御室におけ

る操作の必要性はない。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置は，原子炉建屋の二次格納施設

外にて空冷装置の弁操作及び起動操作が可能であり，想定される重大事故時等

の環境下においても，確実に操作できる設計とする。空冷装置の操作器，表示

器及び銘板は，操作者の操作及び監視性を考慮しており，確実に操作できる設

計とする。操作対象機器を表 3.11-28に示す。 
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表 3.11-28 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ用空冷装置 

停止→起動 原子炉建屋 地上 4階 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

スイッチ

操作 

使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ用空冷装置

空気供給弁 

全閉→全開 原子炉建屋 地上 4階 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

手動操作 

 

（54-3-37,38）（54-9-9～22） 

 

 (3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験

又は検査ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域及び SA）は，発電用原子炉の

運転中又は停止中（計器を除外可能な期間）に機能・性能検査，絶縁抵抗測

定，計器校正が可能な設計とする。なお，使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA 広域及び SA）の試験として，温度の 1 点確認及び絶縁抵抗を測定し健

全性の確認を行う。 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，発電用原

子炉の運転中又は停止中（計器を除外可能な期間）に特性検査，線源校正，

計器校正が可能なように，模擬入力による校正又は線源校正ができる設計と

する。なお，放射線モニタは，線源校正を実施し基準線量当量率に対する検

出器の特性の確認を行う。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，発電用原子炉の運転中又は停止中

（計器を除外可能な期間）に表示確認，外観検査が可能な設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置は，発電用原子炉の運転中又

は停止中（計器を除外可能な期間）に動作確認，外観検査が可能な設計とす

る。 

 

なお，これらの計器の点検については，使用済燃料プール監視設備が少な

くとも 1つ以上機能維持した状態で行う。 

表 3.11-29に使用済燃料プール監視設備の試験及び検査を示す。 
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表 3.11-29 使用済燃料プール監視設備の試験及び検査 

計器名称 発電用原子炉

の状態 

項目 内容 

使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA広域，SA） 

運転中又は 

停止中 
機能・性能試験 

絶縁抵抗測定 

温度 1点確認 

使用済燃料貯蔵プール放

射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 

運転中又は 

停止中 
機能・性能試験 線源校正 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ 

運転中又は 

停止中 
機能・性能試験 表示確認 

使用済燃料貯蔵プール監

視カメラ用空冷装置 

運転中又は 

停止中 
機能・性能試験 動作確認 

 

（54-5-19～21） 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統からすみやかに切り替えられる機能を備える

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使

用済燃料貯蔵プール監視カメラは，本来の用途以外の用途には使用しない設計

とする。 

なお，使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置の弁操作及び起動操作は，

すみやかに実施可能な設計とする。使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装

置の弁操作及び起動操作に要する時間を，図 3.11-12に示す。 

（54-4-8,9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11-12 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置のタイムチャート＊ 
 

＊：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」への適合状況についての 1．11で示すタイムチャート 

通信手段確保，電源確認 カメラ状態確認

移動，空冷装置起動

使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ用空冷装置起動

中央制御室運転員　Ａ 1

現場運転員　Ｃ，Ｄ 2

経過時間（分）
備考

手順の項目 要員（数）

10 20 30 40 50 60 70 80

20分 使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置起動
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空

冷装置は，他の設備と遮断器又はヒューズによる電気的な分離を行うことで，

他の設備に電気的な悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び使

用済燃料貯蔵プール監視カメラは，重大事故時において中央制御室にて監視で

きる設計であり現場における操作は発生しない。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置は，原子炉建屋の二次格納施設

外地上 4階に設置されており，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ない

ため操作が可能である。 

 

 

表 3.11-30 操作対象機器設置場所 
機器名称 設置場所 操作場所 

使用済燃料貯蔵  

プール監視カメラ

用空冷装置 

原子炉建屋地上 4階（6号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（7号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（6号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（7号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

使用済燃料貯蔵プ

ール監視カメラ用

空冷装置空気供給

弁 

原子炉建屋地上 4階（6号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（7号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（6号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

原子炉建屋地上 4階（7号炉） 

(原子炉建屋の二次格納施設外) 

 

（54-3-37,38） 
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3.11.2.4.4   設置許可基準規則第 43条第 2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA広域）は，重大事故等時において変動

する可能性のある使用済燃料プール上部から底部近傍までの範囲にわたり測

定できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）は，重大事故等時において変動する

可能性のある使用済燃料プール上部から使用済燃料上端近傍までの範囲にわ

たり測定できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，重大事故等

時において変動する可能性のある範囲にわたり測定できる設計とする。 

使用済み燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空

冷装置を含む）は，重大事故等時において赤外線機能により使用済燃料プール

及びその周辺の状況が把握できる設計とする。 

（54-6-46～51） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），使用

済燃料貯蔵プール監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空冷装

置は，二以上の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 
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(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水位・

温度（SA）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）は，

共通要因によって設計基準対処設備である使用済燃料貯蔵プール水位，燃料プ

ール冷却浄化系ポンプ入口温度，使用済燃料貯蔵プール温度，燃料貯蔵プール

エリア放射線モニタ，燃料取替エリア排気放射線モニタ及び原子炉区域換気空

調系排気放射線モニタと同時に機能が損なわれることを防止するために，可能

な限り位置的分散を図る設計とすることで，地震，火災，溢水等の主要な共通

要因故障によって同時に機能を損なわれない設計とする（なお，使用済燃料貯

蔵プール水位・温度（SA広域）と使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA）につ

いても，可能な限り位置的分散を図る設計とする）。 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，同一目的の使用済燃料プール監視設備

である使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

と多様性を考慮した設計とする。 

なお，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵プール

水位・温度（SA），使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

及び使用済燃料貯蔵プール監視カメラの電源については，代替電源設備からの

供給を可能としており，多様性を考慮した設計とする。 

（54-2-2,3）（54-11-20～22） 
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別紙 33 格納容器ベント実施に伴う現場作業の線量影響について 

 

格納容器ベント実施に伴う現場作業は，放射線環境下での作業となることか

ら，作業の成立性を確認するために各作業場所における線量影響を評価する。 

なお，中央制御室又は現場のいずれにおいても同等の操作が可能な場合につ

いては，高線量環境が予想される現場での作業線量のみについて記載する。 

線量影響の評価に当たっては，「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室

及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」（以下「審査

ガイド」という。）を参照した。 

 

1. 想定する作業と作業時間帯，作業エリア 

ここでは格納容器ベント実施に伴う作業を評価対象とする。格納容器ベント

の実施前及び実施後における作業の作業場所，作業時間帯を第 1表及び第 1－

1図から第 2－5図に示す。 

各作業の評価時間には，作業場所への往復時間を含めた。なお，各作業の往

復時間における被ばく評価に当たっては，移動中における線量率が作業場所

（線源となるよう素フィルタ等の近傍）における線量率よりも小さいことを考

慮し，作業場所よりも線量影響が小さい場所にいるものとして評価した。 

また，格納容器ベント実施後の作業の被ばく評価に当たっては，各作業を前

半（系統構成等）と後半（停止操作等）に分け，前半と後半で緊急時対策要員

が交替し作業に当たるものとして評価した。 

 



 
 

第 1表 格納容器ベント実施前後の作業及び被ばく経路 

※1 スクラバ水の上限水位到達時間の評価結果から，水位調整に要する作業時間に余裕を見込み 3時間を差し引き設定 
※2 ドレンタンク内凝縮水量の評価結果を参照 
※3 「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係

る審査基準」への適合状況についての 1.7 で示すタイムチャートを元に整理 
※4 線源となる放射性物質が無いため評価対象外 

評価経路 評価内容 

格納容器ベント実施前の作業 格納容器ベント実施後の作業 

二次隔離弁 

の開操作 

フィルタ装置排水ポン

プ水張り 
一次隔離弁の開操作 フィルタ装置水位調整 

フィルタ装置への薬

液注入 

排水ラインの 

窒素パージ 
ドレンタンク排水 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 屋外 屋外 屋外 

原子炉格納容器から

原子炉建屋に漏えい

する放射性物質 

二次格納施設内に浮遊する放射

性物質からのガンマ線による外

部被ばく 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大気中へ放出される

放射性物質 

放射性雲中の放射性物質からの

ガンマ線による外部被ばく 
―※4 ―※4 ○ ○ ○ ○ ○ 

放射性雲中の放射性物質を吸入

摂取することによる内部被ばく 
―※4 ―※4 

― 

（大気中の放射性物質

の屋内への流入は無い

ものと想定した） 

○ ○ ○ ○ 

地表面に沈着した放射性物質か

らのガンマ線による外部被ばく 
―※4 ―※4 ○ ○ ○ ○ ○ 

フィルタ及び配管内

の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置のフィ

ルタ装置及びよう素フィルタ並

びに配管内の放射性物質からの

ガンマ線による外部被ばく 

○ 

― 

（屋内の配管中の線源

との間に十分な遮蔽が

あるため，影響は軽微

であり無視できる） 

○ ○ ○ ○ ○ 

作業開始時間（事象開始後） 
4 時間後～ 

約 38 時間後 

約 36 時間後～ 

約 37 時間後 

ベント実施時刻 

（約 38 時間後） 

W/W ベント時：63 時間後※1 

D/W ベント時：79 時間後※1 

W/W ベント時：63 時間後以降 

D/W ベント時：79 時間後以降 

168 時間後 

以降※2 

評価時間※3 

(作業時間及び作業場所への往復時間) 
25 分間 85 分間 60 分間 

【前半】75 分間 

【後半】65 分間 

【前半】85 分間 

【後半】70 分間 

【前半】65 分間 

【後半】70 分間 

【前半】75 分間 

【後半】65 分間 

－
 441 

－
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2. 想定シナリオ 

想定シナリオは以下のとおりとした。 

・ 発災プラント：6号及び 7号炉 

・ 想定事象：大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失+全交流動力電源喪失 

・ 格納容器ベント時のベントライン：以下の 4ケースについて評価※1 

- 6 号炉：W/W ベント，7号炉：代替循環冷却系により事象収束に成功 

- 6 号炉：代替循環冷却系により事象収束に成功，7号炉：W/W ベント 

- 6 号炉：D/W ベント，7号炉：代替循環冷却系により事象収束に成功 

- 6 号炉：代替循環冷却系により事象収束に成功，7号炉：D/W ベント 

 

※1 柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉においては，原子炉格納容器破損

防止対策に係る有効性評価における雰囲気圧力・温度による静的負荷のう

ち，原子炉格納容器過圧の破損モードにおいて想定している「大破断 LOCA

時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失したシーケンス」

においても，格納容器ベントを実施することなく事象を収束することので

きる代替循環冷却系を整備している。したがって，仮に 6 号及び 7 号炉に

おいて同時に重大事故等が発生したと想定する場合であっても，第一に両

号炉において代替循環冷却系を用いて事象を収束することとなる。しかし

ながら，被ばく評価においては，片方の号炉において代替循環冷却に失敗

することも考慮し,当該号炉において格納容器圧力逃がし装置を用いた格

納容器ベントを想定する。格納容器ベントに至る事故シーケンスとしては,

前述の「大破断 LOCA 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪

失したシーケンス」を選定した。なお，よう素放出量の低減対策として導

入した原子炉格納容器内 pH 制御については，その効果に期待しないもの

とした。 

 

3. 放出放射能量 

大気中への放出放射能量は，中央制御室の居住性（重大事故）に係る被ば

く評価※1と同じ評価方法にて評価した。評価結果を第 2-1 表，主な評価条件

を第 2-3 表に示す。 

 

※1 「59-11 原子炉制御室の居住性に係る被ばく評価について」の「添付資料

2 中央制御室の居住性（重大事故対策）に係る被ばく評価について」を参

照。 
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第 2－1表 放射性物質の大気中への放出量（7日間積算値） 

核種類 

停止時炉内内

蔵量 

[Bq] 

（gross 値） 

単一号炉当たりの放出放射能量[Bq]（gross 値） 

格納容器圧力逃がし装置及びよ

う素フィルタを経由した放出

（W/W ベント時） 

格納容器圧力逃がし装置及

びよう素フィルタを経由し

た放出（D/W ベント時） 

希ガス類 約 1.6×1019 約 7.6×1018 約 6.5×1018 

よう素類 約 3.4×1019 約 5.7×1015 約 4.2×1015 

Cs 類 約 1.3×1018 約 3.4×109 約 5.1×1012 

Te 類 約 9.5×1018 約 2.4×109 約 3.4×1012 

Ba 類 約 2.9×1019 約 2.3×109 約 3.4×1012 

Ru 類 約 2.9×1019 約 3.7×108 約 5.4×1011 

La 類 約 6.5×1019 約 6.6×107 約 9.6×1010 

Ce 類 約 8.9×1019 約 3.0×108 約 4.3×1011 

 

 

4. 大気拡散評価 

大気拡散評価の条件は，評価点及び着目方位を除き，中央制御室の居住性（重

大事故）に係る被ばく評価と同じとした。 

放射性物質の大気拡散評価で用いた放出点，評価点並びに評価結果を第2-2表

に示す。また，主な評価条件を第 2-4 表に示す。 

なお，評価点は，全方位（16 方位）に対し 10m 刻みで評価点を変更した大気

拡散評価を行った場合に最大の評価結果を与える評価点を選定した。このため，

作業エリア全域に対し，第 2-2 表に示す相対濃度及び相対線量を適用すること

は保守的な結果を与える。 

 

第 2－2 表 相対濃度（χ／Q）及び相対線量（D／Q） 

放出点 評価点 

放出点から評価点

までの距離 

[km] 

相対濃度 

（χ／Q）

[s/m3] 

相対線量 

（D／Q）[Gy/Bq] 

6 号炉格納容

器圧力逃が

し装置配管 

屋内及び 

屋外の作業

エリア 

相対濃度：0.01km 

相対線量：0.05km 
1.0×10-3 7.4×10-18 

7 号炉格納容

器圧力逃が

し装置配管 

屋内及び 

屋外の作業

エリア 

相対濃度：0.01km 

相対線量：0.05km 
1.0×10-3 7.4×10-18 
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5. 評価経路 

格納容器ベント実施前においては，二次格納施設内の放射性物質からのガン

マ線の影響を受ける。また，格納容器ベント実施後においては，格納容器ベン

ト前の被ばく経路に加え，格納容器ベントに伴い大気中に放出された放射性物

質並びに格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置及びよう素フィルタ並びに

配管内の放射性物質からのガンマ線の影響を受けることになる。各作業で評価

対象とする被ばく経路を第 1 表に示す。また，被ばく経路の概念図を第 3－1

図及び第 3－2図に示す。 

 

6. 評価方法 

(1)原子炉建屋外での作業 

a.原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ

線による実効線量は，原子炉建屋内の放射性物質の積算線源強度，施設の位置，

遮蔽構造，評価点の位置等を踏まえて評価した。直接ガンマ線については，QAD-

CGGP2R コードを用い，スカイシャインガンマ線については，ANISN コード及び

G33-GP2R コードを用いて評価した。 

 

b.放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の

大気中への放射性物質の放出量を基に大気拡散効果を踏まえ評価した。 

 

c.放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

放射性雲中の放射性物質を吸入摂取することによる内部被ばくは，事故期間

中の大気中への放射性物質の放出量及び大気拡散効果を踏まえ評価した。なお，

評価に当たってはマスクの着用を考慮した。 

 

d.地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間

中の大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果，地表面沈着効果を

踏まえて評価した。 

 

e.フィルタ及び配管内の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置及びよう素フィルタ並びに配管内

の放射性物質による作業エリアでの被ばくは，フィルタ及び配管内の放射性物

質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による実効線量を，作業エ
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リアの位置，フィルタ及び配管の位置と形状等を考慮し評価した。評価に当た

っては，QAD-CGGP2R コード及び G33-GP2R コードを用いた。 

 

(2)原子炉建屋内での作業 

a.原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

原子炉建屋内の作業エリアにおいては，二次格納施設内の放射性物質からの

ガンマ線による実効線量を，QAD-CGGP2R コードを用いて評価した。原子炉建

屋内の積算線源強度は，原子炉建屋外での作業時の評価と同じとした。 

 

b.放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間中の

大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果と建屋による遮蔽効果を

踏まえて評価した。 

 

c.原子炉建屋内に取り込まれた放射性物質による被ばく 

本評価においては，中央制御室の居住性（重大事故）に係る被ばく評価と同

じく原子炉建屋内と外気とのやりとりは無いものと想定し，外気から原子炉建

屋内へ放射性物質の取り込みはないものとした。 

 

d.地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばくは，事故期間

中の大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果，地表面沈着効果を

踏まえて評価した。 

 
e.フィルタ及び配管内の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置及びよう素フィルタ並びに配管内

の放射性物質による作業エリアでの被ばくは，フィルタ及び配管内の放射性物

質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による実効線量を，作業エ

リアの位置，フィルタ及び配管の位置と形状並びに作業エリアを囲む壁等によ

るガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価した。評価に当たっては，QAD-CGGP2R コ

ード及び G33-GP2R コードを用いた。 

 

7. 評価条件 

大気中への放出量及び大気拡散評価以外に関する主な評価条件を第 2－5 表

及び第 2－6表に示す。 
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8. 評価結果 

格納容器ベント（W/W ベント）の実施前及び実施後における作業時の実効線

量率を第 3－1表，第 3－2表に示す。また，格納容器ベント（D/W ベント）の

実施前及び実施後における作業時の実効線量率を第 4－1 表，第 4－2 表に示

す。 

最も被ばく量が大きくなるのは，屋外で行うフィルタ装置への薬液注入であ

り，6 号炉の格納容器ベント実施時で W/W ベント時は約 91mSv，D/W ベント時

は約 90mSv，7 号炉の格納容器ベント実施時で W/W ベント時は約 95mSv，D/W ベ

ント時は約 94mSv となる。したがって，緊急時作業に係る線量限度 100mSv に

照らしても，作業可能であることを確認した。 

なお，第 3－1表～第 4－2表の評価結果は，第 1表に示す各作業の作業開始

時間の範囲のうち，作業線量の評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施

した場合の線量率を記載しており，その他の時間帯における線量影響は前述の

評価結果以下となる。したがって，第 1表に示す各作業の作業開始時間の範囲

においては，いずれの時間帯においても作業可能である。 

また,炉心損傷前ベント後に炉心損傷の兆候が見られた場合における隔離弁

の閉操作等の作業については,当該作業に係る被ばく量が,炉心損傷後の格納

容器ベントに伴う作業時の被ばくに包含されるものと考えられるため,作業可

能である。 
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第 1－1 図 6 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋 3階） 

 

 

第 1－2図 6 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋 2階） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1－3図 6 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋地下 1階） 

 

 

第 1－4図 6 号炉屋外作業場所及び周辺の遮蔽壁 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 2－1図 7 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋中 4階） 

 

 

第 2－2図 7 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋 4階）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 2－3図 7 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋 2階） 

 

 

第 2－4図 7 号炉屋内作業場所及び周辺の遮蔽壁（原子炉建屋地下 1階） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 2－5図 7 号炉屋外作業場所及び遮蔽壁 
 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 3－1 図 被ばく経路概念図（原子炉建屋内） 
 

 

 

 
 

 

第 3－2 図 被ばく経路概念図（原子炉建屋外） 
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第 2－3表 大気中への放出放射能量評価条件（1/3） 
項目 評価条件 選定理由 

炉心熱出力 3926MW 定格熱出力 

運転時間 

1 サイクル：10000h（416 日） 

2 サイクル：20000h 

3 サイクル：30000h 

4 サイクル：40000h 

5 サイクル：50000h 

1 サイクル 13ヶ月(395 日）を考

慮して，燃料の最高取出燃焼度に

余裕を持たせ長めに設定 

取替炉心の燃料装

荷割合 

1 サイクル：0.229（200 体） 

2 サイクル：0.229（200 体） 

3 サイクル：0.229（200 体） 

4 サイクル：0.229（200 体） 

5 サイクル：0.084（72 体） 

取替炉心の燃料装荷割合に基づ

き設定 

放出開始時刻 

原子炉格納容器漏えい: 

事象発生直後 

 

格納容器ベント： 

約 38時間後 

MAAP 解析に基づく 

原子炉格納容器内

pH 制御の効果 
未考慮 

原子炉格納容器内 pH 制御設備

は，重大事故等対処設備と位置付

けていないため考慮しない 

原子炉圧力容器か

ら格納容器に放出

されるよう素の形

態 

粒子状よう素：5% 

無機よう素：91% 

有機よう素：4% 

原子炉格納容器内 pH 制御の効果

に期待しないため，R.G.1.195

に基づき設定 

原子炉格納容器か

ら原子炉建屋への

漏えい率 

以下のとおり，開口面積を原子

炉格納容器圧力に応じ設定。

MAAP 解析上で，原子炉格納容器

圧力に応じ漏えい率が変化す

るものとした。 

【開口面積】 

1Pd 以下：0.9Pd で 0.4%/day， 

1～2Pd：2.0Pd で 1.3%/day 

に相当する開口面積 

原子炉格納容器の設計漏えい率

（0.9Pd で 0.4%/day）及び AEC 式

に基づき設定 

原子炉格納容器の

漏えい孔における

捕集係数 

希ガス：1 

無機よう素：1 

有機よう素：1 

粒子状物質：450 

粒子状物質に対しては，原子炉格

納容器の漏えい孔での捕集効果

を考慮 
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第 2－3表 大気中への放出放射能量評価条件（2/3） 
項目 評価条件 選定理由 

原子炉格納容器内での

エアロゾルの除去効果 
MAAP 解析に基づく ― 

原子炉格納容器内での

有機よう素の除去効果 
考慮しない 

保守的に考慮しないもの

とした 

原子炉格納容器内での

無機よう素の沈着によ

る除去係数 
無機よう素：2 

「発電用軽水型原子炉の

安全評価に関する審査指

針」（平成 2 年 8 月 30 日 

原子力安全委員会決定 一

部改訂 平成 13 年 3 月 29

日 原子力安全委員会）を

参照 

サプレッション・チェン

バでのスクラビングに

よる無機よう素の除去

係数 

無機よう素：10 
Standard Review 

Plan6.5.5 に基づき設定 

ドライウェルスプレイ

による無機よう素の除

去係数 

無機よう素：100 CSE 試験に基づき設定 

原子炉格

納容器か

らベント

ラインへ

の流入割

合 

格納容器

ベ ン ト

（W/Wベン

ト）を想定

する場合 

 

炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 9.4×10-1 

よう素類：約 3.1×10-2 

Cs 類：約 8.8×10-7 

Te 類：約 1.8×10-7 

Ba 類：約 7.1×10-8 

Ru 類：約 8.8×10-9 

La 類：約 7.1×10-10 

Ce 類：約 1.8×10-9 

MAAP 解析結果及び NUREG-

1465 の知見に基づき設

定。よう素類について

は，よう素の化学形態に

応じた原子炉格納容器内

での除去のされかたの違

いを考慮。 

格納容器

ベ ン ト

（D/Wベン

ト）を想定

する場合 

炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 8.1×10-1 

よう素類：約 3.4×10-2 

Cs 類：約 3.9×10-3 

Te 類：約 7.7×10-4 

Ba 類：約 3.1×10-4 

Ru 類：約 3.9×10-5 

La 類：約 3.1×10-6 

Ce 類：約 7.7×10-6 

代替循環

冷却系を

用いて事

象を収束

すること

を想定す

る場合 

ベントラインへの流入割合はゼロ 
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第 2－3表 大気中への放出放射能量評価条件（3/3） 
項目 評価条件 選定理由 

原子炉建屋から大気中

への漏えい 
考慮しない 

原子炉格納容器から漏えい

した水蒸気は原子炉建屋内

で凝縮するため，原子炉建

屋空間部が過度に加圧され

ることはないと考えられ

る。また，原子炉建屋の換

気空調系を停止しているた

め，外気との空気のやり取

りがないものと想定した。 

格納容器圧力逃がし装

置の除去係数 

希ガス：1 

有機よう素：1 
― 

無機よう素：1,000 

粒子状放射性物質：1,000 
設計値 

よう素フィルタによる

除去係数 

希ガス：1 

粒子状放射性物質：1 

無機よう素：1 

― 

有機よう素：50 設計値 
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第 2－4表 放射性物質の大気拡散評価条件 

項目 評価条件 選定理由 

大気拡散評価モデル ガウスプルームモデル 審査ガイドを参照 

気象データ 

柏崎刈羽原子力発電所にお

ける 1 年間の気象データ

(1985年10月～1986年9月) 

建屋影響を受ける大気拡散評価を

行うため保守的に地上風（地上約

10m）の気象データを使用 

審査ガイドに示された通り，発電

所において観測された 1 年間の気

象データを使用 

実効放出継続時間 1 時間 保守的に 1時間と設定 

放出源及び 

放出源高さ 

【6 号炉】 

6 号炉格納容器圧力逃がし

装置配管：地上 40.4m 

 

【7 号炉】 

7 号炉格納容器圧力逃がし

装置配管：地上 39.7m 

実高さを参照。 

なお，放出エネルギーによる影響

は未考慮。 

累積出現頻度 小さい方から累積して 97% 審査ガイドを参照 

建屋巻き込み 考慮する 

放出点から近距離の建屋の影響を

受けるため，建屋による巻き込み

現象を考慮 

巻き込みを生じる代

表建屋 

6 号炉原子炉建屋 

及び 

7 号炉原子炉建屋 

放出源であり，巻き込みの影響が

最も大きい建屋として設定 

放射性物質濃度 

の評価点 

全方位（16 方位）に対し，

放出点からの距離を 10m 刻

みで変更した大気拡散評価

を行い，最大の評価結果を

与える方位及び距離を選定 

大気拡散評価の評価結果が，作業

エリア全域に適用可能となるよう

保守的に設定 

着目方位 全方位 

大気拡散評価の評価結果が作業エ

リア全域に適用可能となるよう保

守的に設定 

建屋投影面積 1931m2 

審査ガイドに示された評価方法を

参照し設定。風向に垂直な投影面

積のうち最も小さいもの。 

形状係数 1/2 
審査ガイドに示された評価方法を

参照し設定 
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第 2－5表 線量換算係数及び地表面への沈着速度等 
項目 評価条件 選定理由 

線量換算係
数 

成人実効線量換算係数使用(主
な核種を以下に示す) 
I-131：2.0×10-8Sv/Bq 
I-132：3.1×10-10Sv/Bq 
I-133：4.0×10-9Sv/Bq 
I-134：1.5×10-10Sv/Bq 
I-135：9.2×10-10Sv/Bq 
Cs-134：2.0×10-8Sv/Bq 
Cs-136：2.8×10-9Sv/Bq 
Cs-137：3.9×10-8Sv/Bq 
上述の核種以外の核種は 
ICRP Publication71 及び 
ICRP Publication72 に基づく 

ICRP Publication71 及び 
ICRP Publication72 に基づく 

呼吸率 1.2m3/h 
ICRP Publication71 に基づく成人活動時
の呼吸率を設定 

地表への沈
着速度 

エアロゾル：1.2cm/s 
無機よう素：1.2cm/s 
有機よう素：沈着無し 
希ガス：沈着無し 

線量目標値評価指針（降水時における沈着
率は乾燥時の 2～3 倍大きい）を参考に，
湿性沈着を考慮して乾性沈着速度
(0.3cm/s)の 4 倍を設定。乾性沈着速度は
NUREG/CR-4551 Vol.2*1より設定。 

 
配管内，フ
ィルタ内の
線源強度の
評価で用い
る，放射性
物質の付着
割合 

【配管内】 
希ガス：0% 

有機よう素：0% 
無機よう素：10%/100m 
粒子状物質：10%/100m 

NUREG/CR-4551 を参照し，付着量を設定す
る主要なパラメータとして沈着速度に着
目して，配管内面への沈着割合を設定（別
紙 20参照） 

【フィルタ装置】 
希ガス：0% 

有機よう素：0% 
無機よう素：100% 
粒子状物質：100% 

 
【よう素フィルタ】 

希ガス：0% 
有機よう素：100% 
無機よう素：0% 
粒子状物質：0% 

フィルタ内の線源強度を保守的に見積も
るために，設計上フィルタで除去できる放
射性物質については，フィルタに流入する
全量が付着するものとした。なお，フィル
タへの流入量の評価に当たっては，配管内
への付着による放射性物質の除去効果を
考慮しないものとした。 

遮蔽 第 1－1図～第2－5図のとおり 遮蔽厚さは設計値に基づき設定 

*1  NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident Risks: Quantification 
Major Input Parameters” 

 

第 2－6表 防護措置 
項目 評価条件 選定理由 

マスクによる除染係数 50 
着用を考慮し，期待できる除染係数として
設定した 

安定よう素剤 考慮しない 保守的に考慮しないものとした 

防護服 考慮しない 同上 
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第 3－1表 6 号炉の格納容器ベント（W/W ベント）実施に伴う被ばく評価結果        （単位：mSv） 

※1作業線量の評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく量を記載 
※2 前半と後半の作業で，評価結果がより大きくなる方の被ばく量を記載 

※3 線源となる放射性物質が無いため評価対象外 

 

 

 

評価経路 評価内容 

格納容器ベント実施前の作業 格納容器ベント実施後の作業 

二次隔離弁の開操作※1 
フィルタ装置排水ポンプ

水張り 

一次隔離弁の開操作（S/C

側） 

フィルタ装置水位

調整※2 

フィルタ装置への薬液

注入※1※2 

排水ラインの 

窒素パージ※1※2 

ドレンタンク

排水※1※2 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 屋外 屋外 屋外 

原子炉格納容器か

ら原子炉建屋に漏

えいする放射性物

質 

二次格納施設内に浮遊

する放射性物質からの

ガンマ線による外部被

ばく 

約 1.5×101 約 6.0×100 約 5.5×100 約 3.4×100 約 4.0×100 約 3.1×100 約 2.5×100 

大気中へ放出され

る放射性物質 

放射性雲中の放射性物

質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 2.8×100 約 3.2×100 約 2.6×100 約 6.9×10-1 

放射性雲中の放射性物

質を吸入摂取すること

による内部被ばく 

―※3 ―※3 

― 

（大気中の放射性物質の

屋内への流入は無いもの

と想定した） 

約 1.0×100 約 1.1×100 約 1.0×100 0.1 以下 

地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 

フィルタ及び配管

内の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装

置のフィルタ装置及び

よう素フィルタ並びに

配管内の放射性物質か

らのガンマ線による外

部被ばく 

0.1 以下 

― 

（屋内の配管中の線源と

の間に十分な遮蔽がある

ため，影響は軽微であり

無視できる） 

約 7.1×100 約 7.0×101 約 8.3×101 約 5.6×101 約 3.3×101 

作業線量 約 15mSv 約 6.0mSv 約 13mSv 約 77mSv 約 91mSv 約 63mSv 約 36mSv 

－
 458 

－
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第 3－2表 7 号炉の格納容器ベント（W/W ベント）実施に伴う被ばく評価結果        （単位：mSv） 

※1作業線量の評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく量を記載 
※2 前半と後半の作業で，評価結果がより大きくなる方の被ばく量を記載 

※3 線源となる放射性物質が無いため評価対象外 

 

 

 

評価経路 評価内容 

格納容器ベント実施前の作業 格納容器ベント実施後の作業 

二次隔離弁の開操作※1 
フィルタ装置排水ポンプ

水張り 

一次隔離弁の開操作（S/C

側） 

フィルタ装置水位調

整※2 

フィルタ装置への薬液

注入※1※2 

排水ラインの 

窒素パージ※1※2 

ドレンタンク

排水※1※2 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 屋外 屋外 屋外 

原子炉格納容器から

原子炉建屋に漏えい

する放射性物質 

二次格納施設内に浮遊す

る放射性物質からのガン

マ線による外部被ばく 

約 1.5×101 約 6.5×100 約 5.5×100 約 3.9×100 約 4.4×100 約 3.7×100 約 2.8×100 

大気中へ放出される

放射性物質 

放射性雲中の放射性物質

からのガンマ線による外

部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 2.8×100 約 3.2×100 約 2.6×100 約 6.9×10-1 

放射性雲中の放射性物質

を吸入摂取することによ

る内部被ばく 

―※3 ―※3 

― 

（大気中の放射性物質の

屋内への流入は無いもの

と想定した） 

約 1.0×100 約 1.1×100 約 1.0×100 0.1 以下 

地表面に沈着した放射性

物質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 

フィルタ及び配管内

の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置

のフィルタ装置及びよう

素フィルタ並びに配管内

の放射性物質からのガン

マ線による外部被ばく 

0.1 以下 

― 

（屋内の配管中の線源と

の間に十分な遮蔽がある

ため，影響は軽微であり

無視できる） 

0.1 以下 約 7.2×101 約 8.6×101 約 5.9×101 約 3.4×101 

作業線量 約 15mSv 約 6.5mSv 約 5.5mSv 80mSv 約 95mSv 約 66mSv 約 38mSv 

－
 459 

－
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第 4－1表 6 号炉の格納容器ベント（D/W ベント）実施に伴う被ばく評価結果        （単位：mSv） 

※1 作業線量の評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく量を記載 
※2 前半と後半の作業で，評価結果がより大きくなる方の被ばく量を記載 

※3 線源となる放射性物質が無いため評価対象外 
 
 

 

評価経路 評価内容 

格納容器ベント実施前の作業 格納容器ベント実施後の作業 

二次隔離弁の開操作※1 
フィルタ装置排水ポンプ

水張り 

一次隔離弁の開操作（D/W

側） 

フィルタ装置水位調

整※2 

フィルタ装置への薬液

注入※1※2 

排水ラインの 

窒素パージ※1※2 

ドレンタンク

排水※1※2 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 屋外 屋外 屋外 

原子炉格納容器か

ら原子炉建屋に漏

えいする放射性物

質 

二次格納施設内に浮遊する

放射性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

約 1.3×101 約 6.1×100 約 5.8×100 約 2.9×100 約 3.3×100 約 2.6×100 約 2.5×100 

大気中へ放出され

る放射性物質 

放射性雲中の放射性物質か

らのガンマ線による外部被

ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 6.0×100 約 6.7×100 約 5.3×100 約 7.6×10-1 

放射性雲中の放射性物質を

吸入摂取することによる内

部被ばく 

―※3 ―※3 

― 

（大気中の放射性物質の

屋内への流入は無いもの

と想定した） 

約 2.9×100 約 3.3×100 約 2.8×100 約 6.5×10-1 

地表面に沈着した放射性物

質からのガンマ線による外

部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 4.9×10-1 約 5.6×10-1 約 4.6×10-1 約 4.9×10-1 

フィルタ及び配管

内の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置の

フィルタ装置及びよう素フ

ィルタ並びに配管内の放射

性物質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

0.1 以下 

― 

（屋内の配管中の線源と

の間に十分な遮蔽がある

ため，影響は軽微であり

無視できる） 

0.1 以下 約 6.4×101 約 7.6×101 約 5.2×101 約 4.0×101 

作業線量 約 13mSv 約 6.1mSv 約 5.8mSv 約 77mSv 約 90mSv 約 64mSv 約 44mSv 

－
 460 

－
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第 4－2表 7 号炉の格納容器ベント（D/W ベント）実施に伴う被ばく評価結果        （単位：mSv） 

※1作業線量の評価結果が最も大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく量を記載 
※2 前半と後半の作業で，評価結果がより大きくなる方の被ばく量を記載 

※3 線源となる放射性物質が無いため評価対象外 

評価経路 評価内容 

格納容器ベント実施前の作業 格納容器ベント実施後の作業 

二次隔離弁の開操作※1 
フィルタ装置排水ポンプ

水張り 

一次隔離弁の開操作（D/W

側） 

フィルタ装置水位調

整※2 

フィルタ装置への薬液

注入※1※2 

排水ラインの 

窒素パージ※1※2 

ドレンタンク

排水※1※2 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 

屋内 

（二次格納施設外） 
屋外 屋外 屋外 屋外 

原子炉格納容器か

ら原子炉建屋に漏

えいする放射性物

質 

二次格納施設内に浮遊する

放射性物質からのガンマ線

による外部被ばく 

約 1.3×101 約 6.6×100 約 5.8×100 約 3.3×100 約 3.7×100 約 3.1×100 約 2.9×100 

大気中へ放出され

る放射性物質 

放射性雲中の放射性物質か

らのガンマ線による外部被

ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 6.0×100 約 6.7×100 約 5.3×100 約 7.6×10-1 

放射性雲中の放射性物質を

吸入摂取することによる内

部被ばく 

―※3 ―※3 

― 

（大気中の放射性物質の

屋内への流入は無いもの

と想定した） 

約 2.9×100 約 3.3×100 約 2.8×100 約 6.5×10-1 

地表面に沈着した放射性物

質からのガンマ線による外

部被ばく 

―※3 ―※3 0.1 以下 約 4.9×10-1 約 5.6×10-1 約 4.6×10-1 約 4.9×10-1 

フィルタ及び配管

内の放射性物質 

格納容器圧力逃がし装置の

フィルタ装置及びよう素フ

ィルタ並びに配管内の放射

性物質からのガンマ線によ

る外部被ばく 

0.1 以下 

― 

（屋内の配管中の線源と

の間に十分な遮蔽がある

ため，影響は軽微であり

無視できる） 

約 2.5×100 約 6.7×101 約 7.9×101 約 5.5×101 約 4.2×101 

作業線量 約 13mSv 約 6.6mSv 約 8.3mSv 約 80mSv 約 94mSv 約 67mSv 約 46mSv 

－
 461 

－
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別紙 45 原子炉格納容器過圧破損防止のための原子炉格納容器ベントについて 
 
１．原子炉格納容器ベント操作前の準備 
炉心損傷後の原子炉格納容器ベント操作が必要になる圧力に到達する前に、準備操作と

して格納容器一次隔離弁を除くすべての操作を完了させておく必要がある。 
そのため、格納容器圧力を継続監視し、その傾向から 620kPa[gage]に到達する時間を予

測するとともに、炉心損傷を判断した以降、事故の収束、事故の進展抑制のための一連の対

応操作を実施した後、ベントの準備操作を開始する。 
 
原子炉格納容器過圧破損防止のための原子炉格納容器ベントの手順着手の判断基準は、

以下のとおりとする。 
「炉心損傷を判断した場合※1 において、事故の収束、事故の進展抑制のための一連の

対応操作を実施した後。」 
※1:格納容器内雰囲気放射線レベル(CAMS)で原子炉格納容器内のγ線線量率が、

設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍を超えた場合、又は格納容器内雰囲気

放射線レベル(CAMS)が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上

を確認した場合。 

 
２．原子炉格納容器ベント操作のための現場移動 
 炉心損傷後の原子炉格納容器ベント判断を実施した際は速やかに原子炉格納容器ベント

を実施する必要がある。炉心損傷後の原子炉格納容器ベントは、格納容器一次隔離弁を遠隔

手動操作により開操作することとしているため、原子炉格納容器ベント判断後に現場操作

場所まで移動するのではなく、原子炉格納容器ベント判断時には現場操作場所付近で待機

し速やかに遠隔手動操作する必要がある。 
 そのため、下記の移動開始条件を設定する。 
 

 「設備故障等により 
格納容器スプレイによる除熱が実施できない場合において 

「1.5Pd」を超えた場合」・・・・① 
又は 

「サプレッションチェンバプール水位制限により， 
格納容器スプレイによる除熱が実施できない場合において 

「1.5Pd」を超えた場合」・・・② 
 
①は、原子炉注水と格納容器スプレイを並行して実施可能な場合に、「1.5Pd」で格納容器

スプレイを実施する基準値であり、この値を超えた場合は格納容器スプレイ系を復旧でき
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ない限り原子炉格納容器ベントに至ることは明白となる。そのため、現場操作場所への移動

を開始し格納容器ベントに備える。 
 
 ②は、①と同様に格納容器スプレイが実施できない状況であることから、原子炉格納容器

ベントに至ることは明白であり、現場操作場所への移動を開始し格納容器ベントに備える。 
 
 現場移動に要する時間は「10 分間」を見積もり、アクセスルートの評価と同様に「1.5 倍」

の保守性を持たせてもベント判断までの時間に包含される必要がある。 
  
３．格納容器ベント実施 
 炉心損傷後の原子炉格納容器ベントは、移動時間及び弁操作の時間遅れを考慮しても

「2Pd」に到達することなく実施する必要がある。「2．原子炉格納容器ベント操作のための

現場移動」にて、操作場所への移動が完了していることから、遠隔手動操作による格納容器

一次隔離弁の開操作時間を考慮して実施する。 
この場合、格納容器一次隔離弁を「全開」位置に操作するまでの時間を考慮する場合と、

格納容器一次隔離弁の弁開度が格納容器圧力の上昇を抑制できる開度までの操作時間の二

つを確認する必要がある。 
 

 格納容器一次隔離弁を全開まで操作する時間は、訓練実績等から「21 分」としている（技

術的能力「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」より）。 

 また、格納容器圧力上昇抑制に必要な開度は「14.3％」であり、上記実績時間から「約 3

分」と想定される（格納容器内で発生する水蒸気量と等しくなるベントガス流量を確保でき

る格納容器一次隔離弁の開度）。 

 それぞれの時間を、有効性評価「格納容器過圧・過温破損」シナリオの解析結果に当ては

めて原子炉格納容器ベント実施タイミングを計ると以下の通りとなる。 
 

基準等 格納容器圧力 到達時間 備考 

格納容器限界圧力 
2Pd 

(0.62MPa[gage]) 
約 38 時間後 

（約 38.15 時間後）※ 
 

弁開度「14.3％」 

操作時間「約 3分」 

1.92Pd 
(0.597MPa[gage]) 

約 38 時間後 
（約 38.1 時間後）※ 

解析上の限界圧力到達時間から操作時

間を引いた時間の格納容器圧力 

1.9Pd 
1.9Pd 

(0.589MPa[gage]) 
約 38 時間後 

（約 38.07 時間後）※ 
 

弁開度「100％」 

操作時間「21 分」 

1.73Pd 
(0.536MPa[gage]) 

約 38 時間後 
（約 37.8 時間後）※ 

解析上の限界圧力到達時間から操作時

間を引いた時間の格納容器圧力 

現場移動開始判断 
1.5Pd(0.465MPa[gage]) 

＆ 
Ｗ/Ｗ制限水位 

約 38 時間後 
（約 37.5 時間後）※ 

・約 37.5 時間後に制限水位到達 

・1.5Pd は「約 34.5 時間」以降到達

している 

※表の時間下の「（ ）」は、解析上デジタル値 
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 上記により、格納容器圧力「1.92Pd(0.597MPa[gage])」までに格納容器一次隔離弁の開操

作を開始することで格納容器圧力上昇を抑制し、「2Pd」に到達することなく原子炉格納容器

ベントを実施できる。 

 

 以上により、原子炉格納容器ベントを実施する判断は、格納容器圧力が

「1.9Pd(0.589MPa[gage])」到達時とすることができる。 
 また、格納容器スプレイによる除熱ができない場合であるため、現場移動の開始条件と同

じプラント条件として、「設備故障等による格納容器スプレイ不可」又は「S／C 制限水位到

達による格納容器スプレイ不可」が加わることになる。 
 現場移動開始判断から原子炉格納容器ベント判断までの時間は「約 30 分」あり、現場移

動に要する時間（15 分）は包含されている。 
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４．重大事故対処中に設備故障が発生した場合 
 格納容器圧力が比較的高い状態において、格納容器スプレイ機能喪失を想定した場合、

「2Pd」までの余裕時間が少ないが、この状態でも「2Pd」を超えることなく原子炉格納容

器ベントを実施する必要がある。操作場所への移動時間及び操作時間の遅れによる「2Pd」
到達を回避するためには、中央制御室からの遠隔操作手段を確保しておく必要がある。 
 操作場所への移動中または現場での遠隔操作前に格納容器圧力が「1.9Pd」に到達した場

合は、中央制御室からの遠隔操作により格納容器一次隔離弁を「全開」とし、原子炉格納容

器ベントを実施する。中央制御室からの遠隔操作後、現場での遠隔操作により格納容器一次

隔離弁を開保持させる。 
 中央制御室からの遠隔操作を確保するためには、電源と駆動源を確保する必要がある。格

納容器一次隔離弁の電源は「AM 用直流電源」から供給されており、非常用交流電源または

AM 用蓄電池から供給されており重大事故時においても期待することができる設備である。

駆動源は、通常時は計装用空気圧縮系から供給されているが重大事故時において期待する

ことができないため、格納容器一次隔離弁専用の空気ボンベにより駆動源を確保すること

ができる。中央制御室からの遠隔操作確保を、原子炉格納容器ベント準備操作として実施す

ることにより、重大事故対処中の設備故障に対応した原子炉格納容器ベント操作が可能と

なる。 
 
５．その他の原子炉格納容器ベント判断基準について 
原子炉格納容器ベントを実施する判断基準は、原子炉格納容器過圧破損防止を目的とし

た格納容器圧力による判断の他、水素爆発による原子炉格納容器の破損防止を目的とした

格納容器内の酸素濃度による判断、及び格納容器からの異常漏えいの抑制を目的とした原

子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近の水素濃度による判断がある。 
現状、原子炉建屋オペレーティングフロアの天井付近の水素濃度による判断基準は、PAR

の動作状況に応じて設定しているが、設定間隔が狭いことから更なる改善を検討している。 
PAR 不動作時：原子炉建屋の水素濃度 2.5vol% 
PAR 動作時 ：原子炉建屋の水素濃度 3.0vol% 

 
 

以上 
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補足１ 
 「格納容器過圧・過温破損」シナリオにおける格納容器圧力推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 「格納容器過圧・過温破損」シナリオ（0～168 時間） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図－２ 「格納容器過圧・過温破損」シナリオ（0～48 時間） 
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 万が一、格納容器スプレイが機能喪失した場合に備えて、中央制御

室からの遠隔操作手段を確保する。現場での遠隔操作が遅れる場合

は、中央制御室からの遠隔操作により一次隔離弁を「全開」とし、原

子炉格納容器ベントを実施する。中央制御室からの遠隔操作後、現場

での遠隔操作により一次隔離弁を開保持させる 
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補足 2 
 「格納容器過圧・過温破損」シナリオにおいて原子炉注水と格納容器スプレイの並行操作

を想定した場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３交互操作を実施しない場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 交互操作を実施する場合 
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 RHR(B)ラインによる原子炉注水実施後、RHR(A)ラインによる崩

壊熱相当流量を連続注水する。格納容器温度 190℃超過により

RHR(B)ラインによる格納容器スプレイを実施し、150℃で格納容器

スプレイを停止する。その後、格納容器圧力を「465～390kPa[g]」

の範囲で格納容器スプレイを実施する。ベント後の S／C 水位が W

／W ベントライン-1m で格納容器スプレイを停止。2Pd に到達しな

いように格納容器ベントを実施する。 


